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はじめに 

当組合は、昭和 29 年 12 月に設立し、釧路市に本店を置き、釧根地区を営業基盤としてス

タートしました。平成 14 年 7 月に旧網走信用組合の事業を譲り受け、北網地区にも店舗を設

け、信用組合の理念である相互扶助の精神の下、中小規模事業者や個人の皆様に金融サービ

スを提供し、信頼される地域金融機関として取り組んでまいりました。 

釧根・北網地区の経済は、足元全体としては、「一部に弱さがみられるものの、持ち直しつ

つある」とみられていますが、当組合のお取引先である中小規模事業者や個人の皆様におい

ては、未だ厳しい状況が続いております。 

また、将来的には、過疎化、高齢化の加速が危惧され、水産関係等基幹産業が縮小するな

ど、先行きが厳しいものとの見方もあります。 

 このような環境下、これまで当組合は、信用組合業界の系統中央金融機関である全国信用

協同組合連合会（以下、「全信組連」という。）等から資本支援を受け、地域における金融の

円滑化と経営改善に取り組んでまいりましたが、地域経済の発展と、活力維持に向けて、こ

れまで以上に円滑な金融仲介機能を発揮し、主要な取引先である中小規模事業者や個人の皆

様への円滑な資金供給や経営支援等の責務を果たしていくためには、盤石な財務基盤を構築

することが重要と考え、今般、金融機能の強化のための特別措置に関する法律（以下、「金融

機能強化法」という。）第 25 条に基づく資本支援を、全信組連を通じ申請することといたし

ました。 

 

 こうした資本増強によって当組合の財務基盤を強化し、地域密着型金融の担い手として、

地方公共団体や関係機関等と連携して地域経済の活性化に取り組むほか、中小規模事業者や

個人の皆様に対し円滑な金融仲介機能を最大限発揮し地域経済に貢献していくよう、役職員

一丸となって、本経営強化計画（以下、「本計画」という。）に基づいた様々な施策に取り組

んでいく所存であります。 
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Ⅰ．経営強化計画の実施時期 

   当組合は、金融機能強化法第 25 条第 2 項第 1 号の規定に基づき、平成 26 年 4 月から

平成 29 年 3 月までの本計画を実施いたします。 

   なお、今後本計画に記載された事項について重要な変化が生じた場合、又は生じるこ

とが予想される場合には、遅滞なく全信組連を通じて金融庁に報告いたします。 

 

Ⅱ．経営強化計画の終期において達成されるべき経営の改善の目標 

 

   本計画の実施により達成されるべき経営の改善の目標を以下のとおりとし、その必達

に向けて取り組んでまいります。 

１．収益性を示す指標 

   【コア業務純益】                      （単位：百万円） 

 24/3 期 

実績 

25/3 期 

実績 

26/3 期 

実績 

計画始期

水準 

27/3 期 

計画 

28/3 期 

計画 

29/3 期 

計画 

始期から

の改善額 

コア業

務純益 
196 197 173 173 179 195 203 30 

   ＊コア業務純益 ＝ 業務純益 ＋ 一般貸倒引当金繰入額 － 国債等債券関係損益 

        ＊計画始期の水準については、直近の決算期の数値を設定しております。 

 

 ２．業務の効率性を示す指標 

   【業務粗利益経費率（ＯＨＲ）】                   （単位：％） 

 24/3 期 

実績 

25/3 期 

実績 

26/3 期 

実績 

計画始期

の水準 

27/3 期 

計画 

28/3 期 

計画 

29/3 期 

計画 

始期から

の改善幅 

ＯＨＲ 72.73 69.81 72.57 72.57 73.01 71.98 70.79 1.78 

      ＊業務粗利益経費率 ＝ （経費 － 機械化関連費用） ÷ 業務粗利益 

       ＊計画始期の水準については、直近の決算期の数値を設定しております。 

       ＊機械化関連費用は、全国信組共同センター使用料、事務機器等の減価償却費、保守関連費用

等を計上しております。 
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Ⅲ．経営の改善の目標を達成するための方策 

１．経営の現状認識 

（１）経営健全化に向けた取組み 

当組合は平成 14 年の旧網走信用組合の事業譲受後、融資拡大の経営方針のもと大口

融資の獲得を中心として取組みを進めておりましたが、地域経済の低迷やリーマンシ

ョックの影響などにより、大口与信先の倒産等が発生したことなどから、不良債権処

理費用が大幅に増加しました。このため、平成 22 年 3 月期と平成 23 年 3 月期におい

て、全信組連等より資本支援を受けるとともに、それまでの経営の在り方を転換し、

収益基盤の強化と信用リスク管理の徹底等を中心とした経営健全化計画を策定し、現

在は同計画に基づく各種施策に取り組んでいるところです。 

 

（２）経営健全化計画の進捗状況 

経営健全化計画においては、次の①～⑤の施策に取り組み、店舗統廃合による物件

費の削減や信用リスク管理態勢の強化に努めたことなどから、平成 24 年 3 月期以降、

3 期連続の最終黒字を計上しております。引き続き、経営管理（ガバナンス）態勢及

び内部管理態勢の整備・強化を図るとともに、特に、貸出金の増強による収益力の強

化と資産の健全化を当面の最重要課題として位置づけ、計画達成に向け役職員一丸と

なって取り組んでいきます。 

     

① 経営管理（ガバナンス）態勢の整備・強化 

経営陣は組合に内在するリスクを十分に把握するなど、全員が自らの役割・責任を

理解し、内部管理のプロセスに十分に関与することで「理事会」「常務会」「経営改善

計画委員会」等の諸会議の活性化や牽制機能強化を図るなど、経営管理態勢の強化に

取り組んでおります。 

    一方、これまで「経営改善計画委員会」では、計画未達事項の分析や検討が不十分

な面があったことから、平成 26 年 4 月からは委員会での進捗状況の評価や検討を踏ま

え、常務会において施策の未達原因の分析や追加施策の検討、理事会においても進捗

状況の報告だけではなく、各種施策の評価等の協議を行う態勢とするなど、更なる経

営管理態勢の強化に取り組んでおります。  

 

② 内部管理態勢の整備・強化 

   ア．コンプライアンス管理態勢 

当組合は、「法令等遵守基本方針」を定め、統括部署を総務部として、コンプライ

アインス管理について以下の通り態勢強化を図っております。 

当組合では、役職員のコンプライアンス（倫理・服務及び法令等の遵守）の徹底

を図るため、コンプライアンス委員会を設置し、コンプライアンスに関する事項を
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総合的に検討、計画及び評価を行っております。具体的には、毎年、「コンプライア

ンス・プログラム」を策定し、日常業務における検証、部店内研修や外部講師によ

る研修などを実施して、コンプライアンス管理態勢の強化に取り組んでおります。 

また、実施状況については、「理事会」及び「常務会」へ報告しており経営陣が取

組状況を把握・検証することで牽制機能の強化を図っています。 

更に、監査部において、コンプライアンス管理態勢が的確かつ適切に機能してい

るかどうか検証し、検証結果をコンプライアンス委員会へ報告しております。 

コンプライアンス管理態勢については、反社会的勢力への対応など金融機関を取

り巻く社会情勢等を踏まえ、これまで以上に管理の徹底や検証等を実施し、一層強

固なコンプライアンス管理態勢の構築に取り組んでまいります。 

 

    イ．各種リスク管理態勢 

 当組合はリスクの種類ごとに定めたリスク管理方針に基づき、各担当部門におい

てリスク管理を実施しているほか、多様なリスクを横断的な見地から的確な経営判

断に繋げるための統合リスク管理委員会を設置するなど、リスク管理態勢の強化に

努めております。 

また、統合リスク管理委員会、コンプライアンス委員会における協議・検討だけ

ではなく、内容は常務会、理事会等にも報告する態勢としております。 

なお、信用リスク管理については、特定業種への与信集中リスクが大きな課題で

あり、引き続き、計画的な当該リスクの圧縮に取り組んでまいります。 

 

③ 貸出金の増強による収益力の強化 

収益力強化のために融資渉外専担者と各支店の渉外担当者の参加による事業者開拓

フィールドセールス（略称：FS）を実施し、貸出業務に対する意識付けとスキルアッ

プを図り、アパートローンなどの融資商品発売により貸出増強に取り組んでおります。 

しかしながら、釧根・北網地区の資金需要の低迷を起因とする金利競争や、与信業

種偏重の改善に取り組んだことなどが影響し、当組合の平成 26 年 3 月末の貸出残高は

計画を下回る水準となりました。貸出金の増強は本計画においても引き続き最重要課

題として取り組んでいく必要があると認識しております。 

 

④ 資産の健全化 

   ア．不良債権処理の推進のための方策 

大口先の管理強化並びに不良債権の管理強化等のため、平成 22 年に企業支援部

（現在は融資部と統合）を設置し、大口問題先を本部に移管し集中的に管理すると

ともに経営改善計画の策定支援や事業再生支援に取り組んでまいりました。当地域

の中小規模事業者には依然経営状況が厳しい先も多いことから、引き続き経営改善



5 

支援に取り組んでまいります。 

 

   イ．不良債権のオフバランス化 

事業の継続可能性の見込まれない債権については、担保処分などによる回収に努

めるとともに、一層の資産の健全化を推進するため、不良債権のオフバランス化を

進めております。今後も計画的な債権売却等により、不良債権圧縮に努めてまいり

ます。 

 

⑤ その他の収益力強化策 

   ア．余資運用 

過去に外国証券や事業債で多額の損失を計上した反省から、現在は国債や地方債

などを中心に安全性を重視した運用を行い、着実に配当収入を積み上げていく方針

で臨んでおります。 

この結果、平成 26 年 3 月期においては、375 百万円の評価益を計上しており、今

後ともリスク管理を重視した運用に努めることとしております。 

 

   イ．経費抑制に向けた取組み 

役員については、平成 22 年 3 月期以降、役員賞与・退任慰労金を支給しておりま

せん。今後も財務状況が抜本的に改善されるまで支給は行わない予定です。 

職員についても、賞与の大幅削減などにより、人件費については、概ね計画どお

りの削減ができたものと認識しております。 

今後は、本部機構の改編、人員の適切な配置や残業等の削減などに努めていきま

すが、人材確保・維持のため、収支状況を踏まえつつ、適正な給与水準についても

検討してまいります。また、採用にあたっては、パートの割合を高めることにより

支給水準を抑えてまいります。 

物件費については、平成 23 年度に店舗の統廃合を実施したことや、経費節約を徹

底したことにより相当の削減を実施してきました。今後も、経費管理態勢を強化し、

引き続き地道な抑制努力の継続が必要と認識しております。 
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（３）平成 26 年 3 月期の事業概況             （単位：百万円） 

  25 年 3 月期 
26 年 3 月期 

  25 年 3 月期比 

資産 87,587 86,227 △1,360 

  貸出金 46,230 45,950 △ 280 

  有価証券 21,748 21,324 △424 

負債 85,003 83,508 △ 1,495 

  預金積金 84,024 82,679 △1,345 

経常収益 1,619 1,746 127 

 

資金運用益 1,437 1,402 △35 

その他 181 343 162 

経常費用 1,398 1,426 28 

  資金調達費用 115 70 △45 

  経費 1,080 1,117 37 

  貸倒引当金繰入額 41 0 △ 41 

  その他 160 238 78 

経常利益 220 320 100 

特別損益 △98 △144 △46 

税引前当期純利益 122 176 54 

当期純利益 115 169 54 

コア業務純益 197 173 △24 

 

預金・積金については、平成 23 年 11 月の店舗廃止に伴う解約などにより前期比

1,345 百万円減少し、82,679 百万円となりました。 

    貸出金については、貸出競争の激化、地方公共団体向け融資の減少や、バルクセー

ルの促進などにより、前期比 280 百万円減少し 45,950 百万円となりました。 

    損益面では、預金利息の減少や余資運用収益の増加はあったものの、貸出金残高の

減少などにより貸出金利息が減少したことから、コア業務純益は 24 百万円減少し 173

百万円となりましたが、当期純利益は不良債権処理費用が減少したことなどから、169

百万円を計上し 3 期連続黒字となりました。 

 

（４）当組合の主たる営業区域の状況 

当組合の営業区域である道東エリアの経済情勢は、公共事業や雇用情勢に改善や持ち

直しの動きがみられる一方で、地場産業である漁業関連や農業、製紙業などでは、燃料

費の高騰などにより生産量は前年を下回って推移しておりますほか、観光業におきまし
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ても、道外観光客の動きが鈍く、宿泊者数は前年度を下回っており、持ち直しの動きに

足踏みがみられる状況となっております。 

  当組合の主な取引先である中小規模事業者については、建設業者では受注は確保され

ているものの、受注単価の低下と資材や燃料の高騰により利益率が低下し、厳しい資金

繰りの企業が多く見受けられるほか、観光旅館においても団体客の減少や宿泊単価の低

下等により売り上げが減少するなど厳しい状況が続いており、景気回復を実感するには

至っていない状況にあります。 

 

●主要小売店売上高     （単位：百万円、％） 

 合計        

   衣料品  家電・家庭用品 食料品  

  前年比  前年比  前年比  前年比 

24年度 98,121 △1.0 8,993 11.4  14,241 △10.1 47,881 △1.5 

25年度 100,812 2.7 9,333 3.8  14,954 5.0  48,704 1.7 

26年度（4～6月） 22,999 △4.4 2,130 △4.0 2,799 △13.0 11,152 △4.1 

（出所）財務省北海道財務局釧路財務事務所     

         

●乗用車新車登録・届出台数     （単位：台、％） 

 合計        

   普通乗用車 小型乗用車 軽自動車  

  前年比  前年比  前年比  前年比 

24年度 11,131 14.8 2,912 3.0  4,318 8.4 3,901 35.3 

25年度 12,753 14.6 3,391 16.4  4,388 1.6 4,974 27.5 

26年度（4～6月） 2,728 △2.9 721 2.6  889 △11.8 1,118 1.7 

（出所）日本自動車販売協会連合会釧路支部     

         

●生産動向    （単位：トン、％）   

 製紙生産量 すり身生産量 生乳生産量   

  前年比  前年比  前年比   

24年度 739,493 △12.5 15,167 5.1 1,358,148 1.3   

25年度 747,194 1.0  12,867 △15.2 1,318,878 △2.9   

26年度（4～6月） 179,490 △1.5 1,866 △24.0 330,889 △4.8   

（出所）日本製紙釧路工場・王子マテリアル釧路工場     

 全国すり身協会・ホクレン釧路、中標津支所 

 

    

●水揚状況 （単位：ｔ、百万円、％）     

 水揚状況     

 水揚量  水揚金額      

  前年比  前年比     

24年度 267,823 △7.8 42,581 △7.4     

25年度 245,080 △8.5 48,233 13.3     

26年度（4～6月） 23,615 △17.2 6,473 21.2     

（出所）釧路市魚揚場、根室・白糠・厚岸・標津・羅臼漁協    
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●観光動向（前年比）       （単位：人、％） 

 空港乗降客数合計      宿泊客数合計 

   道外便 道内便 その他  

  前年比  前年比  前年比  前年比  前年比 

24年度 829,921  7.3 585,250  9.1 229,114  0.2 15,557  84.3 960,421  10.5 

25年度 884,740  6.6 611,958  4.6 251,963  10.0 20,819  33.8 949,292  △ 1.2 

26年度（4～6月） 194,329  1.7 128,146  △ 2.1 62,375  12.6 3,808  △ 19.3 204,974  △ 2.5 

（出所）釧路空港事務所、中標津町、管内主要施設      

 

●公共事業（前年比） （単位：百万円、％） 

 

月間 累計 

 
前年比 

 
前年比 

24年度 － － 67,215  8.4 

25年度 － － 89,031  32.5 

26年度（4～6月） 36,560  15.7 36,560  15.7 

（出所）北海道建設業信用保証㈱ 
  

 

●雇用情勢（前年比） 
  

（単位：人、倍、ポイント、％） 

 

月間有効求職者数 月間有効求人数 有効求人倍率 新規求人数 

 
前年比 

 
前年比   前年差   前年比 

24年度 73,879  △ 10.3 47,265  13.6 0.64  0.14 18,835  8.9 

25年度 67,036  △ 9.3 52,426  10.9 0.78  0.14 20,520  8.9 

26年度（4～6月） 16,876  △ 14.2 14,634  15.6 0.87  0.23 5,708  11.4 

（出所）釧路・根室公共職業安定所 
     

 

●住宅建設（前年比） 
   

（単位：戸、％） 

  
着工戸数 

  

うち持家 うち貸家 うち分譲住宅 

  前年比   前年比   前年比   前年比 

24年度 832  5.6 415 2.7 344 2.4 56 16.7 

25年度 1,056  26.9 474 14.2 539 56.7 38 △ 32.1 

26年度（4～6月） 233  △ 18.2 93 △ 35.0 119 △ 9.8 19 111.1 

（出所）国土交通省 
       

 

２．経営戦略 

当組合は、釧路市を中心とする地域信用組合としてスタートし、その後周辺地域へも

業務展開を図るという経営戦略をとってまいりました。 

また、平成 14年 7月に旧網走信用組合との統合により、広域の営業エリアを持つ信用

組合とし営業しております。 

営業エリアの経済は、足元全体としては、「一部に弱さがみられるものの、持ち直しつ

つある」とみられていますが、当組合のお取引先である中小規模事業者や個人の皆様に

おいては、未だ厳しい状況が続いております。 

そのような中にあって、今後も地域のため、地域の中小規模事業者が必要とする金融

機能の提供ができる信頼性の高い信用組合として業務展開を行っていきたいと考えてお

ります。 
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 地域の活性化に向けて、当組合の使命を永続的に果たしていくためには、金融機能強

化法を活用し、強固な財務基盤を構築することにより、現状の経営改善を一層加速させ

る必要があると考えており、経営健全化計画を発展的に改定した本計画により、更なる

経営改善に取り組んでまいります。 

   本計画の策定にあたっては、これまでの同計画の進捗状況と昨今の環境変化等を踏ま

え、以下の事項を重要施策として、具体的な施策に取り組んでいく所存です。 
 

 

 

 【重点施策】 

  

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

A． 営業推進体制の強化による収益力強化 

 ○外部人材の活用 

・招聘した外部人材を核とした営業推進体制・管理体制の再構築と強化 

  ・外部人材を活かした営業推進部の機能強化 

  ・営業店舗別機能（地域特性やマーケット等）の見直しによる推進施策の策定 

○戦略的営業推進活動の推進 

・推進ターゲットを明確化した訪問営業活動の強化 

・「営業推進会議」の新設による戦略的営業推進施策の策定 

・理事長、役員によるトップセールスの強化 

○成長分野への営業推進の強化 

・農業、再生可能エネルギー及び医療・介護・福祉事業に対する営業推進の強化 

○個人取引の拡大 

  ・新商品の開発等による個人ローンの推進 

○営業力強化に向けた人材育成 

・融資推進のみならず窓口セールスを含めた当組合全体の営業力強化を図るため、

外部機関講師等を招いた研修・勉強会を開催  

 ○人事制度の確立等 

  ・業績目標達成の取組みに向けた人事制度の確立 

B．地域経済の活性化（食と観光による地域活性化支援） 

 ・「食」や「観光」による地域活性化への取組みに高いノウハウを持つ他の金融機関

等との連携強化を図り、地域活性化に取り組みます。 
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Ａ．営業推進体制の強化による収益力強化 

○営業推進体制の再構築と強化 

  当組合では、営業推進体制を強化するため、平成 26 年 4 月に外部人材を招聘し、

営業推進担当に配置し、次の施策に取り組みます。 

 ・ 同人材を核とした営業推進部体制の強化を図るため、営業推進部に新たに 

① 貸出金推進施策や実績の一元管理 

② 今後、重点的に取組む成長分野に対する営業推進施策の策定及び進捗管理等 

③ 将来の融資に繋げるための地域活性化への取組み等 

の機能を追加し、一層の体制強化を図ります。 

 

 ・ 地域特性やマーケット等を踏まえた営業店舗別機能の見直しを行うとともに、

店舗別機能に応じた人員配置、営業推進施策及び地域活性化施策等を策定します。  

① 店舗機能を「法人取引重視」「個人取引重視」を軸に整理し、機能に応じたメ

リハリのある営業推進目標を設定して営業推進を行います。 

  ② 更に地方店（釧路市外 4 ヶ店）においては、地域活性化支援（食と観光）に

関連した現地での情報収集や関連事業者・団体等とのリレーション強化を図る

Ｄ．経営効率化 

・戦略的・効率的な職員配置の実施、業務の効率化の推進等により一人当たりの生産

性を向上させ、人件費率の改善に努めます。 

 ・予算管理の徹底により物件費の抑制に努めます。 

Ｅ．経営強化計画の履行体制の確保 

・理事長を統括とする、「経営強化委員会（仮称）」を設置し、経営陣がこれまで以上

に積極的に関与した進捗管理を行うことで、確実な履行を図ります。 

Ｃ．信用リスク管理強化 

・審査体制の厳格化、取引先管理の強化等に係る諸施策を更に推し進め、信用リスク

管理の強化に努めます。 

 ・経営改善等支援への取組み強化を通じた不良債権化の防止及び不良債権の圧縮に努

めます。  
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などのミッションを追加し、地域特性を活かした当該店舗の強みが発揮できる

ような施策に取り組んでまいります。 

 

【営業推進体制】 

 

 

 

 

 

 

 

             営業推進全体の統括 

 

 

 

 

            

 

 

役員による重点推進先へのアプローチ強化 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【地方店】（釧路市以外の地区） 

★印が新たな取り組み 
 
★貸出推進の一元管理（商材、進捗等） 
★地域活性化の企画・開催 
★成長分野への取組み 
・事業性融資推進の本部渉外 
・FS 実施 
・臨店指導 
・情報収集（営業店、取引先他） 

営業推進担当役員 

営業推進部 

中標津

  

羅臼 清里 網走 本店

  

鳥取 西港 愛国 

桂木 緑ヶ岡 桜ヶ岡 

【釧路市・釧路町の支店】 

常務会 

理事長 

常勤役員 

理事会 

情報共有化 
・営業推進状況 
・融資商材、地域情報、設備投資情報 
・営業店の課題、要望事項 
・施策アイディア、推進策見直し など 

営業推進会議 

＜本部と支店長合同の営業戦略会議＞ 
・貸出推進の進捗状況 
・融資商材、地域情報 
・営業推進の企画・アイディア、見直し等 
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【営業推進部の新体制イメージ】 

 

             推進一元管理 

     部内統括 

 

＜成長分野＞           ＜地域活性化支援＞ 

 

 

 

 

 

 

 

＜従来業務＞ 

 

 

 

 

 

 

 

○戦略的営業推進活動の推進 

これまで、営業推進対象先の選定については、各営業店主体で行っていたことから、

統一的な戦略が採れず非効率であったほか、本部における進捗管理も不十分な状況にあ

りました。 

このため、以下の施策に取組み、戦略的営業推進活動を推進していきます。 

 

・推進ターゲットを明確化した訪問営業活動の強化 

役員、本部及び営業店において、既存データや各種情報（帝国データバンク等）を

活用し、融資推進ターゲットとして既存取引深耕先及び新規開拓対象先を選定し、目

標の明確化を図ります。 

また、当該情報については、データベース化を行い、本部、営業店の情報の共有化

を図るなど効率化にも取り組みます。 

 

・「営業推進会議」の新設による戦略的営業推進策の策定 

営業推進の進捗管理と戦略的な対策を図ることを目的に平成 27年１月を目途に「営

営業推進担当役員 

・本部渉外 

・ＦＳ（ﾌｨｰﾙﾄﾞｾｰﾙｽ） 

・臨店指導 

・情報収集 など 

農  業          … 担当 

再生可能エネルギー … 担当 

医療・福祉・介護  … 担当                            

 
食・観光の地域活性化   … 担当 
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業推進会議」を新設します。 

本会議には営業推進担当役員、営業推進部長、営業店長が出席することとし、上記

推進対象先の進捗状況等を把握・確認するとともに、新たな推進施策を策定するなど、

機動的に対応できる体制を構築し、本部・営業店が一体となって営業推進に取り組み

ます。 

 

・理事長、役員によるトップセールスの強化 

推進ターゲット先のうち、貸出増強のコアとなる先を「重点推進先」に選定し、理

事長、役員によるトップセールス活動を一層強化します。 

 

○成長分野への営業推進の強化 

・農業、再生エネルギー及び医療・介護・福祉事業に対する営業推進を強化 

地域経済は公共事業の増加もあり全体的には持ち直してきてはいるものの、中小規

模事業者にとって厳しい状況が続いており、建設業や卸売・小売業、不動産業などが

主たる営業基盤である当組合にとっては、少子高齢化の進展に伴うマーケットの縮小

を見据えると、将来的にその厳しさは更に増すとみられます。 

このため、農業や再生可能エネルギー、医療・介護・福祉といった今後成長が見込

まれる分野に対する取組みを強化する必要があると考えます。 

成長分野への営業推進にあたっては、他の金融機関との連携の強化や情報収集等を

通じ、融資実行に結び付けて行きます。また、組合内においても、営業推進部が主体

となって営業店と連携し、成長分野事業者へのアプローチ（訪問・面談）を行い、相

手先ニーズ等の収集を図りながら融資案件に対する取組みを行ってまいります。 

更に、平成 27年 4月を目途に、同部内に各分野の担当者を配置し、より強力に推進

を図ってまいります。 

 

① 農業分野への営業基盤開拓  

当組合の営業区域は釧路管内、根室管内、網走管内の３つから成るいわゆる「道東地

区」にあり、農業や漁業の 1次産業を基幹産業とする地域でもあります。 

中標津支店がある中標津町や隣接する別海町は酪農が盛んであり、また清里支店があ

る清里町の農家は 1戸あたりの平均経営面積が約 37㏊とヨーロッパ（EU）の平均約 20.1

㏊を超える規模を有しています。 

安全で高品質な農産物の産地としてポテンシャルが高いエリアであり、「食・農業」に

関連するビジネスチャンスがあるものと期待しております。 

このため、当組合としては後述Ｂに掲げる地域経済の活性化～「食と観光による地域

活性化支援」と連動させながら「食・農業」に関連する意欲ある事業者へのアプローチ

を強化し、農業分野の営業基盤の開拓に努めます。 
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合わせて、当組合の独自商品である「ファームローン」を有効に活用しながらビジネ

スチャンスの拡大を図ってまいります。 

 

② 再生可能エネルギー事業 

道東エリアは北海道の中でも日射量が多い地域であり、太陽光発電システムに対する

設備投資の需要は業務用から家庭用まで旺盛な状況となっております。 

メガソーラー級は、買取価格の低下や送配電許容量の問題などからピークアウトして

いますが、中小規模の設置需要は依然根強く、こうしたニーズを捉えて「ソーラーロー

ン」などの貸出増加に結び付けます。またバイオマス発電（家畜糞尿型）については、

酪農地帯でもあるため自治体の関心も高く、「バイオマス産業都市」として別海町が平成

25年 6月に、釧路市が平成 26年 3月にそれぞれ認定されています。 

特に別海町は平成 27年度稼働を目指してプラント建設を進めており、釧路市や中標津

町などの周辺自治体もこれに続くことが予想されることから、バイオマス事業プラント

の設備投資拡大が期待されます。 

当組合としては、地元金融機関としてのネットワークを活かしながらこれら再生可能

エネルギー事業計画について逸早い情報キャッチに努め、的確な資金ニーズ対応を図り

ます。 

 

③ 医療・介護・福祉事業      

釧路市の高齢化率（65歳以上）は、2010年 25.2%から 2025年 35.8%（推定）に今後急

速に進展することが予想されています。（参考データ：国立社会保障・人口問題研究所よ

り）これに伴い高齢化社会に向けた潜在ニーズが今後より顕在化し、その中でも医療・

介護・福祉に関連する事業の広がりが予想されます。 

これら事業の開業支援や事業拡張の資金調達、あるいは高齢者向け住居施設や介護施

設の建設など多様なニーズに応えられるように、医療・福祉・介護関係の事業者との接

点を多く持ち、融資案件の取扱い件数を増やすことでノウハウとスキルのより一層の向

上に努め、当該関連事業の貸出増強に取り組みます。 

 

○個人取引の拡大 

  個人取引については、顧客の多様なニーズに応じた商品を一層充実させ、取引拡大に

取り組んでいきます。 

 ・個人向けローン商品（おまとめローン 教育ローン フリーローン シニアカードロ

ーンなど）の早期開発と販売 

 ・「シニアカードローン」の販売による高齢者を中心とした顧客へのアプローチ 

 ・他の金融商品（個人年金保険、一時払い終身保険、医療保険などの生命保険商品） 

の積極的販売 



15 

 

○営業力強化に向けた人材育成 

  今般招聘した外部人材の専門的知識やノウハウを職員に付与するため、渉外職員のみ

ならず役員、窓口職員に対して、融資推進やマーケティング、セールストーク等に関す

る勉強会を行うほか、推進分野・テーマに応じて、他の金融機関や外部専門家等の講師

を招き研修会を開催するなどして人材の育成を図り、営業力の底上げを図ります。 

  

 ○人事制度の確立等 

   平成 26年度に、業績等評価を加味した給与・人事制度に改正等（職員の給与・賞与に

おける業績評価の再開、店舗・個人表彰制度の拡充等）を行いました。 

   新制度の本格導入後（27年度（一年間経過措置）は業績評価の運用の徹底と透明性の

高い人事運営により、職員のモチベーションの維持・向上を図ってまいります。 

   今後も、制度等の不断の見直し等を行い、本計画を確実に達成させるため、職員がそ

れぞれの業績目標の達成に全力で取り組むことのできるような人事制度を確立してまい

ります。 

 

B.地域経済の活性化（食と観光による地域活性化支援） 

当組合の営業エリアである道東地区は、「食・観光」のポテンシャルが高い地域であり

ながら、その潜在力が十分に発揮されているとは言い難いのが実状です。 

一方で少子高齢化の進展により、現状では、地域経済が縮小して行くのは避けられな

い情勢であり、“地域とともにある金融機関”としては危機感を持ってこれに対処する必

要があると考えます。 

このため当組合としては、従前の商工業者等の支援に加え、「食」や「観光」による地

域活性化への取組みに高いノウハウを持つ他金融機関等との連携強化を図り、営業推進

部が所管部となって地域活性化支援の取組みを行ってまいります。 

   この取組みを継続的に行うことで、これまで接点が全くないか、あるいは接点があっ

ても薄かった地元事業者とのリレーション強化を図る機会になり、その中で資金ニーズ

を的確に捉えて融資推進を行ってまいります。 

 

（１）観光 

道東地域への観光客誘致による活性化のため、観光に関わる機関や団体（自治体、

商工団体、地元観光協会等）と連携を図り、道央圏において「観光プロモーション開

催」などによる観光振興の支援を行います。 

地域観光素材を発掘するなど、観光ビジネスにつながる可能性のある情報を集めて

観光客誘致・地域経済の活性化に貢献する取組みを目指します。 
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（２）食（農業・漁業）  

各地域の絶品な食材を集めた「フードフェア」を企画・開催し、同時に観光プロモ

－ションを行うことで「食と観光のコラボ支援」につながることを目指します。 

意欲のある農業者を開拓し、対外 PR活動・情報発信の取組みをサポートします。 

生産者（1次産業）との接点拡大に努め、外部機関とも連携を図りながら 2・3次業者

とのビジネスマッチングによる販路開拓並びに 6次産業化支援に取り組みます。 

 

 

Ｃ．信用リスク管理強化 

 （１）貸出審査体制の強化 

    当組合では、貸出審査体制の厳格化を図る観点から、大口融資案件（一組合員に対

する貸出金 1 億円以上、又は未保全額 3 千万円以上）等については、本部各部長で構

  

  

釧路信用組合   

札幌市   釧路市   

自治体   

観光協会   

商工会   

関係団体   等   

地元業者   

【観光】   
道央圏にて観光プロ   
モーションを開催   

【食】   
道央圏にてご当地   
フードフェアを開催   

観光振興   

当組合営業エリア   
  （道東地区）   

地域活性化   ホテル など   
（飲食関係の業者）   

他の金融機関等   

  

協働 にて企画・開催   

網走   
羅臼   

中標津 

清里   
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成される融資審議会を経て常務会で決定する体制とするなど、厳格な審査に努めてお

ります。 

更に、平成 25 年 12 月には大口融資案件に加え、債務者区分等を勘案した貸出・条

件変更稟議についても、融資審議会を経て常務会で決定する事とし貸出審査体制の強

化を図りました。 

今後も、強固な信用リスク管理態勢を構築すべく、経営陣が率先して現状の管理態

勢を検証し、更なる貸出審査体制の強化策を検討するなど、新たな不良債権の発生の

抑制に取り組んでまいります。 

 

 （２）個社別管理方針策定による取引先管理体制の充実 

    大口与信先管理の一環として、「債権額 2 億円以上」・「未保全額 5 千万円以上（債権

額 2 億円未満）」の与信先については、四半期単位で、残高推移や状況等を把握すると

ともに、今後の対応方針等について検証しております。 

今後は、訪問活動を更に充実させることにより、これまで以上に実態把握に取組む

など、管理体制の強化を図ってまいります。 

また、実態把握の強化により新規延滞の発生防止に努めるとともに、延滞が発生し

た場合には、営業店から迅速に報告させることとし、今後の回収方法の協議及び指導

等を行い、延滞の早期解消を図ります。 

 

（３）審査能力及び管理能力の向上 

   融資部による信用格付システムにおける異常値確認、建設業における決算書と工事

受注明細との整合性の確認等のほか外部講師による継続した勉強会や臨店指導に取り

組んでおります。 

今後は、従来の取組みに加え、担当役員等による臨店指導や勉強会の実施、他の金

融機関から講師を招いての研修会実施に向けた検討を進めるなどして、知識の蓄積を

図り審査能力及び管理能力の向上を図ってまいります。 

 

 （４）理事会の牽制機能の充実 

従来より理事会に対しては、クレジットリミット超過先、信用供与限度額超過先、

役員貸出先、金融円滑化の取組状況について四半期毎報告を行っておりました。 

今後も継続的に実施していくこととしていますが、報告内容の更なる充実を図り、

これまで以上に債務者の実態を把握するとともに、十分な審査を行うこととし、理事

会の牽制機能の発揮に努めてまいります。 

 

（５）経営改善支援を通じた不良債権の防止 

経営改善が必要な企業に対して、融資部が営業店とともに支援先の問題点の洗出し
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や分析を行い、改善策を明確にするなどの支援を行っていくことで、不良債権の発生

防止に繋げてまいります。 

特に重点的な対応が必要な取引先については、北海道中小企業再生支援協議会や外

部コンサルタントといった外部機関との連携を図るなどして、財務状況の改善を図り、

不良債権化を未然に防止していきます。 

 

（６）不良債権の圧縮 

   不良債権比率の改善を図るため、事業年度当初に不良債権回収計画を作成し、月次

単位で回収実績を取り纏め実績対比を分析しており、今後も進捗管理を徹底し計画的

な不良債権の回収に努めてまいります。 

    不良債権については、回収だけではなく、償却や債権売却を進めるなど、大幅な削

減に取り組んでおります。今後も、計画的な処理を進め、不良債権の一層の圧縮に努

めてまいります。 

 

Ｄ．経営効率化 

当組合は、平成 23 年 2 月に策定した経営健全化計画において、店舗の統廃合、本部組織

の改編等によって、人員・経費の削減を行ない、経営の効率化を図ってまいりました。今

後においても、人員配置の見直し、コスト意識の徹底による生産性の向上を進めてまいり

ます。 

   

 （１）職員数 

    平成 23年 3月の資本支援以降、平成 26年 3月までに職員数は 40名減少し（▲26％） 

現在 114 名の体制となっております（注）。 

  今後、営業推進強化等のために必要な人員については、適宜補充する予定でありま

すが、融資推進店舗への重点配置など、効率的に職員を配置し、生産性の向上に努め

てまいります。 

（注）常勤職員、被出向職員及び嘱託職員は含み、パート職員は除く。 

 

（２）人件費の抑制 

人件費につきましては、平成 23 年 3 月の資本支援以降、概ね経営健全化計画上どお

り削減しております。今後についても以下の対応により、人件費の抑制に努めてまい

ります。 

現在、役員賞与、退任慰労金について支給は行っておりませんが、今後も、役員賞

与、退職慰労金の支給停止を継続し、財務内容が抜本的に改善されるまでは支給いた

しません。 

職員の給与・賞与につきましては、平成 23 年度に給与表の引下げ改正を行い、平成
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26 年度に人事関連規程の改正等を行うなど、メリハリのある処遇と人件費の抑制に努

めております。今後はこの運用面での徹底を図り、透明性の高い人事運営を行なうこ

とにより、職員のモチベーションの維持・向上を図ってまいります。 

 

【要員・人件費計画】         （単位：人、百万円、％） 

  
26/3 期 27/3 期 28/3 期 29/3 期 

実績 計画 計画 計画 

常勤役職員数 114 115 122 122 

  前年比 △8 ＋1 ＋7 0 

人件費 576 573 576 576 

 
前年比 ＋9 △3 ＋3 0 

業務粗利益人件費率 43.7 45.9 45.3 44.6 

 

  （３）物件費の抑制 

     物件費につきましても、これまでの店舗統廃合等の実施により、大幅な削減を図

ってきておりますが、今後も経費予算の毎月の消化状況管理を強化し、引き続き地

道な抑制努力を継続してまいります。 

     但し、機械化関連投資につきましては、事務の効率化、リスク管理の強化、機器

の耐用年数サポート体制の確認及びお客様の利便性向上のための所要経費について、

投資効果等について慎重に検討の上対応してまいります。 

 

    【物件費計画】              （単位：百万円、％） 

  
26/3 期 27/3 期 28/3 期 29/3 期 

実績 計画 計画 計画 

物件費 516 465 476 488 

 
前年比 ＋29 △51 ＋11 ＋12 

業務粗利益物件費率 39.2 37.2 37.4 37.8 

 

Ｅ．経営強化計画の履行体制の確保 

 （１）統括管理 

  事務部を統括部署とし、本計画における各種施策の進捗状況の統括及び計画の成否

に係る主な施策の企画・立案を行ってまいります。 

 

（２）経営強化委員会の設置（実施時期：平成 27 年 1 月） 

平成 22 年 3 月の資本支援以降、経営健全化計画等の進捗管理のため、現在は役員を

統括とし、常勤役員・本部部長及び本店営業部長で構成する「経営改善計画委員会」
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を毎月開催しておりますが、今後はこの会議を改編し、理事長を統括とし、常勤役員

全員が参画する「経営強化委員会（仮称）」を設置して会議を月１回以上開催し、取組

状況の進捗管理、検証等を実施し、更なる改善策を検討・策定してまいります。 

 

 （３）ＰＤＣＡサイクルよる管理 

    各種施策の実施状況管理につきましては、常勤役員全員参画の「経営強化委員会（仮

称）」で「ＰＤＣＡ」サイクルにより管理してまいります。 

    Ｐ(Plan)  事務部による各施策の企画・立案 

    Ｄ(Do)      本部各部・営業店 による施策の実行 

    Ｃ(Check)   経営強化委員会（仮）による計画の進捗管理及び各施策の検証 

        Ａ(Act)    事務部による改善策の検討並びに計画見直し 

 

 

Ⅳ．従前の経営体制の見直しその他の責任ある経営体制の確立に関する事項 

１．業務執行に対する監査又は監督の体制の強化のための方策 

 （１）経営管理（ガバナンス）態勢の強化 

① 経営監視・牽制の適正化 

    当組合では、経営健全化計画に基づき、経営管理（ガバナンス）態勢の整備・確立 

に取り組んでまいりましたが、経営改善計画委員会において、計画未達事項の分析や

検討が不十分であったなど、引き続き体制強化を図る必要があると認識しております。 

平成 26 年 4 月からは当委員会での進捗状況の評価や検討を踏まえ、常務会において

施策の未達原因の分析や追加施策の検討、理事会においても進捗状況や施策の追加・

変更の要否に係る協議を行う態勢を構築するなど、一層強固な経営管理態勢の整備と

本計画の実現に向けて取り組んでおります。 

今後についても、新設する「経営強化委員会（仮称）」と理事会との連携を図りつつ、

本計画の履行状況や施策の追加・変更の要否に係る協議を行うため、理事会（年４回）

及び常務会（毎週）については、状況に応じ、定例外でも機動的に開催し、経営監視・

牽制が適正に機能する体制といたします。 

 

② 監査体制の強化 

    監査部における臨店監査については、内部監査基本方針に基づく監査を通じた、各

部店における法令等遵守態勢、顧客保護等管理態勢及びリスク管理態勢の有効性を評

価し、問題点の発見・指導といった指摘型の監査体制に留まっておりました。 

今後は、問題点の改善方法の提言・勧告を行うなど、監査機能の一層の充実・強化

を図るとともに、不祥事件・事務不備等の未然防止に向けた関連通知文書の周知・実

施状況の確認などにも取り組んでまいります。  
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また、従来どおり常勤監事は本部稟議全ての閲覧・調査、経営に係る全ての会議に

出席するとともに、監査部の臨店監査に同行する体制を継続いたします。 

 

③ 経営の客観性・透明性の向上 

本計画に関する経営の客観性・透明性を高め、また、管理・監督、経営戦略や基本 

方針について客観的な立場で評価・助言を受けるため、信用組合業界の中央機関であ

る全信組連の経営指導を定期的に受けるとともに、年１回の全国信用組合監査機構監

査を受監してまいります。 

 

④ 経営陣のリーダーシップの確保 

   ア．経営方針の周知 

       経営方針については、理事長をはじめ役員が臨店する際には全職員に周知してい

るほか、四半期ごとに開催される部店長会議にて、理事長から当組合の経営内容の

現状を踏まえ、その後の対応方針を適時適切に周知し、その結果を各部店において

部店長会報告を行なっております。今後も、全職員に対する経営方針の周知と徹底

を図ってまいります。 

 

   イ．職員意見の吸い上げ 

     理事長をはじめ役員が臨店する際には、職員と直接会話する時間を設けて経営方

針を直接伝えるとともに、現場の意見を吸い上げることにより、経営管理態勢の強

化及び職場の活性化に取り組んでおります。 

     また、常勤監事が監査部の臨店監査同行時に全職員と面談する時間を設けており

ます。 

 

２．リスク管理の体制の強化のための方策 

（１）統合的リスク管理態勢 

   従来から総務部が統合的リスク管理の統括部署として、組合のリスク管理態勢の整備

に取り組んでおります。今後も業務全般に内在する多様なリスクを一元的に管理し、横

断的な見地からリスクを経営体力と比較・分析することにより、業務の健全性を確保し、

的確な経営判断に繋げてまいります。    

統合的リスク管理については、経営陣が積極的に関与し、「ALM 委員会」「統合リスク

管理委員会」の中で、統合的リスク管理態勢の機能強化に努めてまいります。 

 

（２）信用リスク管理態勢 

   ｢２．経営戦略｣の｢C.信用リスク管理強化｣のとおりリスク管理の強化に関する諸施策

を確実に履行し、一層の信用リスク管理態勢の強化に努めてまいります。 
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（３）市場リスク管理態勢 

当組合は、保有していた外国証券・事業債で多額の損失を計上した経験から、経営健

全化計画において国債・地方債等を中心に安全性を重視した運用を行う方針を決定し、

平成 22 年度以降は、この方針に沿って運用を行ってまいりました。 

運用中の市場リスク管理については、毎月ＡＬＭ委員会において運用・管理の実状と

今後の方向性を確認するなど、適切なリスク管理に努めております。今後とも継続して

安定的な運用成績を残していくためには、現状の安全性に視点を置いた方針を維持し更

なるリスク管理態勢の強化と、より精度の高い余資運用方針を策定するなど適切な運用

態勢を確立してまいります。 

 

（４）流動性リスク管理態勢 

流動性リスクの管理手続き及び流動性懸念時や危機時における対応を定める「流動性

リスク管理方針」、「流動性リスク管理規程」及び「緊急時対応マニュアル」を整備して

おり、随時、資金繰りを確認するなど、手許流動性の管理等に努めております。 

   また、毎月の資金繰り計画をＡＬＭ委員会で協議することとしており、今後も同様の

態勢により流動性リスクの管理に努めてまいります。 

 

（５）オペレーショナル・リスク管理態勢 

「オペレーショナル・リスク管理方針」及び「オペレーショナル・リスク管理規程」

を整備し、当該リスク全般に係る管理態勢を構築しております。 

   今後も、オペレーショナル・リスクを構成する事務リスク、システムリスク、災害に 

伴うリスク等の各リスクの管理方針及び管理規程に基づき、当該リスクの発生防止と極 

小化を図り、経営の維持・安定化に努めてまいります。 

 

３．法令遵守の体制の強化のための方策 

（１）法令等遵守態勢 

    当組合は、法令等遵守を経営の最重要課題の一つと位置づけ、その維持、向上に資す

るための行動指針・役職員の行動規範を定めた「行動綱領」及び「法令等遵守規程」、「コ

ンプライアンス・マニュアル」を制定し、法令等遵守態勢の強化に努めております。 

   また、コンプライアンス管理体制については、コンプライアンスの徹底状況や問題点

を把握する一方、法令等違反行為を検討する機関として、コンプライアンス委員会を設

置しており、委員長である理事長のほか、各委員は果たすべき役割を十分に理解し、監

視機能を発揮することで、役職員のコンプライアンス意識の醸成と法令等遵守の実効性

を高めております。 

   このほか、毎年、「コンプライアンス・プログラム」を策定し、本部各部及び営業店で

の研修会の実施や監査部における検証等に取り組んでおり、本部各部及び全営業店は、
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四半期毎にコンプライアンス取組状況をチェックして、経営陣に報告しております。 

公共性を有する金融機関においては、法令等を厳格に遵守し、健全かつ適切な業務運

営に努めることが極めて重要であることから、今後も一層の態勢強化に取り組んでまい

ります。 

 

（２）反社会的勢力への対応 

  反社会的勢力への対応については、「コンプライアンス管理規程」において、反社会的

勢力とは断固として対決する旨を定めており、本部及び営業店の全店を挙げて反社会的

勢力などの把握や新聞報道などからの情報収集に努めております。 

   また、情報内容については、警察及び北海道暴力追放センターとの連絡体制を強化し、

担当部署である総務部において内容を精査のうえ、データベースの精緻化を図っており

ます。 

   更に、データベース化した情報については、本部各部及び営業店へ周知し、水際にお

いて取引の未然防止に努めております。現在、反社会的勢力への対応については、「反社

会的勢力対応マニュアル」に則り対応しておりますが、今後も反社会的勢力データベー

スの精緻化を図り、反社会的勢力排除に向けた取組みを強化します。 

 

（３）顧客保護等管理態勢の構築 

   お客様の保護及び利便性の向上を図り、業務の健全性及び適切性の確立を目的として、 

顧客保護等に関する方針・規程類を制定し態勢の整備に努めております。 

   お客様からの相談・苦情等については、従来から、「お客様相談ダイヤルの設置」、店

頭ロビーへの「ご意見箱」設置等により、お客様の声に対して適切に対応してきており

ますが、今後とも、顧客サポート等の適切性及び充分性を確保し実効性のあるものとす

べく取り組んでまいります。 

 

４．経営に対する評価の客観性の確保のための方策 

（１）全信組連による経営指導、全国信用組合監査機構の監査受監  

経営に対する評価の客観性を確保するため、信用組合業界の系統中央金融機関である

全信組連の経営指導を定期的に受けるとともに、年に 1 回の全国信用組合監査機構監査

を受監いたします。 

これにより、当組合の経営戦略や基本方針について客観的な立場で評価・助言を受け、

経営の客観性・透明性を高めてまいります。 

（２）第三者委員会（仮称）の設置 

経営の客観性・透明性を確保するため、当組合の経営戦略及び経営強化に向けての各

種取組みの進捗を監視することを目的として、平成 27 年度を目途に外部有識者による委

員会を設置いたします。 
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当該委員会につきましては、当組合の経営実態並びに本計画の進捗状況を充分に説明

し、これに対する意見・助言等をいただき、適切に経営に反映してまいります。 

 

５．情報開示の充実のための方策 

（１）「ディスクロージャー・ポリシー」の制定・公表 

    情報開示に関する基本方針として、「ディスクロージャー・ポリシー（情報に関する基

本的な考え方）」を制定・公表し、適時適切かつ透明性の高い情報開示を行ってまいりま

す。 

 

（２）ディスクロージャー誌等での開示 

    お客様・組合員の皆様に、当組合の経営に対する理解を深めていただき、経営の透明

性を確保することを目的として、迅速かつ充実した経営情報を開示するとともに、積極

的な営業活動に取り組んでおります。 

  今後とも、従来と同様、ディスクロージャー誌については、決算期毎に法令で定めら

れた開示内容以外に、経営理念、リスク管理態勢、コンプライアンス管理態勢の状況を

始め、地域貢献に関する情報等、当組合を理解していただくための経営情報を分かりや

すく伝えられるように作成し、店頭に備置くほか、当組合のホームページ上でも開示い

たします。 

    また、9 月次においても経営内容に関するレポートを作成し、ディスクロージャー誌

と同様の方法で開示してまいります。 

 

Ⅴ．中小規模の事業者に対する信用供与の円滑化その他の主として業務を行っている地域に

おける経済の活性化に資する方策 

 １．中小規模の事業者に対する信用供与の円滑化その他の主として業務を行っている地域

における経済の活性化に資するための方針 

（１）地域の状況 

    当組合が営業基盤とする釧根・北網地区で、足元全体としては、「一部に弱さがみら

れるものの、持ち直しつつある」とみられていますが、中小規模事業者においては、

未だ厳しい状況が続いております。 

    また、将来的には、過疎化、高齢化の加速が危惧され、水産関係等基幹産業が縮小

するなど、先行きが厳しいものとの見方もあります。 

 

（２）基本方針 

    地域の中小規模事業者に対する円滑な資金供与に努めるのはもちろん、北海道中小

企業再生支援協議会や外部コンサルタント等の外部機関との連携を強化する等により、

取引先の経営改善、事業再生に向けたコンサルティング機能の発揮に努めてまいりま
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す。 

当組合では毎年支援企業先を選定し支援業務を行っており、平成 26 年度は 66 先を

選定し、融資部と営業店が連携して支援に取り組んでおります。 

 

 

【中小規模事業者向け貸出計画】         （単位：百万円、％） 

 

  (注)・中小規模事業者向け貸出比率＝中小規模事業者向け貸出残高 ÷ 総資産 

    ・中小規模事業者向け貸出とは、協同組合による金融事業に関する法律施行規則別表第 1号にお

ける「中小企業等」から個人事業者以外の個人を除いた先に対する貸出で、かつ次の貸出を除

いたもの 

政府出資主要法人向け貸出及び特殊法人向け貸出、土地開発公社向け貸出及び地方住宅供 

給公社向け貸出等、大企業が保有する各種債権又は動産・不動産の流動化スキームに係る 

ＳＰＣ向け貸出、その他金融機能強化法の趣旨に反するような貸出 

・27/3 期の総資産額については、資本支援等の影響を勘案し、期中平均残高を計上 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

24/3期 25/3期 26/3期 27/3期 

実績 実績 実績 計画  

中小規模事業者向け貸出残高 35,259 32,030 28,685 29,289  

総資産   87,145 87,587 86,227 86,611 
 

中小規模事業者向け貸出比率 40.46 36.56 33.26 33.81 

          

  
27/9期 28/3期 28/9期 29/3期  

計画 計画 計画 計画 

 
中小規模事業者向け貸出残高 30,400 30,600 30,700 30,900 

総資産   90,580 90,673 90,690 90,713 

中小規模事業者向け貸出比率 33.56 33.74 33.85 34.06 
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【経営改善等支援取組計画】                  （単位：先、％） 

 

（注）・期初債務者数とは、「日本標準産業分類」の大分類に準じた業種別分類に基づく「地方公共団

体」「雇用・能力開発機構等」「個人（住宅・消費・納税資金等）」を総債務者数から除いた数と

致します。 

・「経営改善等支援取組先」は以下の取組先と致します。 

 （1）創業・新事業開拓支援先 

   ・創業・新事業開拓関連融資制度（当組合の提携先・市町村・保証協会等） 

等を取扱った先 

（2）経営相談先 

・当組合が継続支援を行う先として指定している先 

（3）早期事業再生支援先 

・専門家（経営コンサルタント、公認会計士、税理士等）を紹介して経営改善の取組みを

  

 

24/3期 

実績 

25/3期 

実績 

25/9期 

実績 

26/3期 

実績 

26/9期 

実績 

 経営改善等支援取組先数 33   27 35  32 33 

 

創業・新事業開拓支援先 8  11 15 13 10 

経営相談先  5  5 6  6 12 

早期事業再生支援先 1  0 1 1 1 

事業承継支援先 0 0 0 0 0 

担保・保証に過度に依存しない融資推進先  19  11 13 12 10 

期初債務者数 1,359  1,335  1,297 1,297  1,300 

支援取組率 2.42  2.02 2.69  2.46  2.53 

  

 

27/3期 

計画 

27/9期 

計画 

28/3期 

計画 

28/9期 

計画 

29/3期 

計画 

 経営改善等支援取組先数 33 35 35 36 36 

 

創業・新事業開拓支援先 10 10 10 10 10 

経営相談先 12 13 13 14 14 

早期事業再生支援先 1 1 1 1 1 

事業承継支援先 0 1 1 1 1 

担保・保証に過度に依存しない融資推進先 10 10 10 10 10 

期初債務者数 1,300 1,320 1,320  1,340  1,340  

支援取組率 2.53 2.65 2.65  2.68  2.68  
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行った先 

・中小企業再生支援協議会、公的機関と連携し再生計画の策定に関与した先 

（4）事業承継支援先 

・事業承継に係わる相談に対し助言等を行った先 

（5）担保・保証に過度に依存しない融資推進先 

       ・スコアリング融資「格付けクイック」を取扱った先 

       ・ＡＢＬ手法の活用により流動資産担保融資を行った先 

 

２．中小規模の事業者に対する信用供与の円滑化のための方策 

（１）中小規模の事業者に対する信用供与の実施体制整備のための方策 

①円滑な信用供与体制に向けた態勢の整備 

   「営業推進会議」の設置により組合が一丸となった営業推進体制の強化、取引先

のニーズにあった商品の開発等に取り組み、信用供与体制の整備を図ってまいりま

す。 

   また、既存の営業推進関連データの統合を図り、推進対象先を一元管理できるデ

ータベースを構築・整備し、本部と営業店で情報共有化を図ることにより、より効

率的な営業推進に取り組んでまいります。 

 

②経営改善等支援の取組みに向けた体制の整備 

   当組合は「経営革新等支援機関」の認定を取得し体制の整備を行っております。 

支援にあたっては、融資部において支援企業先を選定し、支援先の経営課題の分析、

経営改善のための各種支援などに取り組んでいます。 

 

（２）担保又は保証に過度に依存しない融資の促進その他の中小規模の事業者の需要に対

応した信用供与の条件又は方法の充実のための方策 

①経営者保証ガイドラインの活用 

  中小規模事業者等と保証契約を締結する場合、また、当該保証人が「経営者保証

に関するガイドライン」に則した保証債務の整理を申し立てられた場合は、「経営者

保証に関するガイドライン」に基づき、誠実に対応し、取引先との継続的かつ良好

な信頼関係の構築・強化に努めることとしております。 

 

②「格付クイック」の促進  

当組合は、従来より信用格付によるスコアリング融資「格付けクイック」を独自

商品として発売し、お取引先の資金需要に対応しております。平成 25 年度中の取扱

いは 25 件、148 百万円となっております。 

  今後も引き続きこの商品の推進に積極的に取り組んでまいります。 
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 （３）中小規模事業者等向け信用供与円滑化計画を適切かつ円滑に実施するための方策 

   ①中小規模事業者等向け商品の販売促進 

     当組合では、お取引先の資金繰りをサポートし、中小規模事業者等の事業発展に

向けて安定した資金調達が可能となる商品を提供してまいりました。 

     今後とも、地域の中小規模事業者の資金需要にマッチした新商品を開発するなど、

更なる推進を行なってまいります。 

 

   ②経営改善等支援の取組み強化 

    ア．コンサルティング機能の向上 

      中小規模事業者に対するコンサルティング機能の発揮のためには、職員の能力

向上が必要不可欠であります。このため外部専門家を講師とする研修の実施、外

部団体が開催する研修会等への参加を継続し、組合全体のコンサルティング能力

の向上に努めてまいります。 

    イ．中小企業再生支援協議会等外部団体の活用 

      各種再生支援団体（北海道中小企業再生支援協議会、北海道中小企業総合支援

センター、商工会・商工会議所、認定支援機関及び外部コンサルタント等の外部

機関）と随時情報交換を行うなど連携の強化に努め、適切かつ迅速な再生支援に

取り組んでいきます。 

    ウ．事業再生ファンドの活用 

      地域経済活性化支援機構、中小企業基盤整備機構、北海道信用保証協会及び北

海道内金融機関（当組合を含む）等が出資する官民ファンドである、北海道オー

ルスターワン投資事業有限責任組合を活用するなど、事業再生に向けた取組みを

推進してまいります。 

 

３．その他主として業務を行っている地域における経済の活性化に資する方策 

 （１）創業又は、新事業の開拓に対する支援に係る機能強化のための方策 

「食と観光」による地域活性化支援 

道東地区の「食や観光」の潜在ポテンシャルを、外部機関等とも連携を図りなが

ら「食のフェア」や「観光プロモ－ション」などを企画・開催し、高品質で安全な

食（農・水産物）の対外 PRや観光振興の支援の取組みを行ってまいります。 

また、農業事業者との接点拡大にも努め、2・3次業者とのビジネスマッチングや

6次産業化の支援についてもチャレンジしたいと考えております。 
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（２）経営に関する相談その他の取引先の企業に対する支援に係る機能強化のための方

策 

   中小規模事業者が抱える経営の問題はこれまで以上に深刻であり、改善に向けて

の支援ニーズは確実に高まっているものと認識しております。 

   取引先からの相談については、必要に応じて外部機関や外部専門家との連携を図

る等、地域におけるきめ細やかな支援ネットワークを構築して、解決に資するサポ

ートに取り組んでまいります。 

 

（３）早期の事業再生に資する方策 

   地域の中小規模事業者と共に発展していくため、経営改善が必要な企業に対して

融資部と営業店が連携し、経営実態を的確に把握し、適切かつ迅速な経営改善の支

援に引き続き取り組んでまいります。 

 

（４）事業の承継に対する支援に係る機能強化のための方策 

中小規模事業者の多くが次世代への事業承継問題で悩みを抱えている一方で、具

体的な検討や対策を講じている企業は、社長の年齢が 60歳代でも約 4割にとどまる

など（2014年版中小企業白書より）、十分な準備ができていない実態があります。 

後継者が不在であったり、あるいは承継対策が進まない状態のまま経営者の高齢

化が進むと事業者の成長力・収益力低下を招きかねず、地域経済にもマイナス影響

となります。 

     このため、当組合としても取引先に対してきめ細やかな情報提供を行い、早い段

階からの事業承継の準備着手や、意識付けの活動の取組みを行ってまいります。 

外部の専門機関や地元の税理士・会計事務所などとも連携し、職員に対する事業

承継に係る知識や対応策のノウハウ向上を図り、事業承継問題への取組みを支援し

てまいります。 
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Ⅵ．全信組連による優先出資の引受に係る事項 

 １．内容、払込金額の総額、発行口数、1 口当たり払込金額、発行の方法及び資本計上額 

 

１．種類  社債型非累積的永久優先出資 

２．申込期日（払込日） 平成２６年１２月１２日（金） 

３．発行価額 

非資本組入額 

１口につき１０，０００，０００円（額面金額１口５００円） 

１口につき ５，０００，０００円 

４．発行総額 ８，０００百万円 

５．発行口数     ８００口 

６．配当率  １２か月日本円ＴＩＢＯＲ＋０.２８％（発行価額に対する配当率） 

７．累積条項 非累積的 

８．参加条項 非参加 

９．残余財産の分配 次に掲げる順序により残余財産の分配を行う 

① 優先出資者に対して、優先出資の額面金額に発行済優先出資の総口数を

乗じて得た額をその有する口数に応じて分配する。 

② 優先出資者に対して、優先出資の払込金額から額面金額を控除した金額

に発行済優先出資の総口数を乗じて得た額をその有する口数に応じて分

配する（当該優先出資の払込金額が額面金額を超える場合に限る。）。 

③ ①及び②の分配を行った後、なお残余があるときは、払込済みの普通出

資の口数に応じて按分して組合員に分配する。 

④ 残余財産の額が①、②により算定された優先出資者に対する分配額に満

たないときは、優先出資者に対して、当該残余財産の額をその有する口数

に応じて分配する。 

 

 ２．金額の算定根拠及び当該自己資本の活用方針 

  （１）必要資本額の根拠 

     平成 26 年 3 月期の自己資本比率は 8.95％と、国内基準である 4％を上回っており

ます。 

しかしながら、当組合の営業エリアである地域の経済環境は非常に厳しい状況に

あり、金融機関に対する円滑な資金供給や、経営改善及び事業再生等に対する支援

ニーズがさらに増加してきております。 

     こうした中、協同組織金融機関に求められる役割と責任は極めて重要であると考

えており、将来にわたって地域の中小規模事業者等に対する円滑な金融仲介機能を

発揮することにより、地域の活性化に貢献するためには、より強固な財務基盤を構

築する必要があると認識しております。 
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このため、今般の 80 億円の資本増強により自己資本の充実を図り、平成 27 年 3

月期決算において、貸付債権に係る予防的な引当処理を視野に入れ、今後の信用リ

スクを極力排除するとともに、繰越損失を一掃することとしております。 

これにより、今後、地域経済や金融市場に急激な変動が生じた場合でも、財務基

盤の安定性を確保し、地域の中小規模事業者等に対する適切かつ積極的な金融仲介

機能の発揮に万全を期してまいります。 

    

【自己資本比率の推移】 

 26/3 期 

実績 

27/3 期 

計画 

28/3 期 

計画 

29/3 期 

計画 

自己資本比率 8.95％ 28.77％程度 28.87％程度 29.00％程度 

    

  （２）当該自己資本の活用方針 

     今般の資本増強により財務基盤の充実・強化が図られることから、金融仲介機能

の発揮による中小規模事業者等に対する信用供与の維持・拡大と、各種サービスの

向上に持続的に取り組んでまいります。 

 

Ⅶ．剰余金の処分の方針 

 １．基本的な考え方 

   協同組織金融機関として、取引先及び優先出資者の皆様から出資金をお預かりして金

融事業を行い、利益剰余金の中から配当をお支払することとしていますが、今後の信用

リスクを極力排除するため貸付債権に係る予防的な引当処理を実施することから、平成

27 年 3 月期の当期純損益は 14 億円程度の損失を見込んでおり、無配とする方針です。

但し、平成 27 年 6 月開催予定の定時総代会の承認を経て、資本準備金の額の減少により

繰越損失を一掃し、配当に向けた態勢を整備いたします。 

   今後は、本計画の実践による収益力の強化と業務の効率化を進め、内部留保の蓄積に

よる優先出資の早期返済を目指すとともに、平成 28 年 3 月期以降は、安定した配当を実

施・継続していく方針であります。 

 

 ２．財源確保の方針 

   全信組連から最大限のサポートを得ながら、本計画に盛り込んだ諸施策を着実に遂行

することにより収益力の強化と業務の効率化を進め、安定した利益を確保し、財源の積

上げに努めてまいります。 

   なお、これにより、優先出資消却積立金は平成 51 年 3 月期において、4,040 百万円ま

で積み上がると見込んでおり、これに利益準備金 950 百万円、資本準備金 388 百万円及

び優先出資金 4,000 百万円を加えた 9,378 百万円が優先出資 8,000 百万円の返済財源と
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なります。 

 

【利益剰余金の推移】           （単位 ： 百万円） 

  26/3期 27/3期 28/3期 29/3期 30/3期 31/3期 32/3期 

当期純利益 169 △1,439 194 202 207 239 271 

資本準備金 － 4,000 388 388 388 388 388 

利益剰余金 △2,173 △3,612 194 234 279 356 465 

 
利益準備金 － － － 32 64 96 128 

優先出資消却積立金 － － － － － － － 

       
 

 
  33/3期 34/3期 35/3期 36/3期 37/3期 38/3期 39/3期 

当期純利益 301 330 360 279 302 323 344 

資本準備金 388 388 388 388 388 388 388 

利益剰余金 604 772 970 1,087 1,227 1,388 1,570 

  

  

利益準備金 160 192 224 256 288 320 353 

優先出資消却積立金 100 200 300 400 500 600 700 

  
       

  40/3期 41/3期 42/3期 43/3期 44/3期 45/3期 46/3期 

当期純利益 367 391 415 438 470 507 536 

資本準備金 388 388 388 388 388 388 388 

利益剰余金 1,776 2,005 2,258 2,535 2,842 3,188 3,562 

  
利益準備金 388 425 465 507 551 598 649 

優先出資消却積立金 850 1,000 1,180 1,390 1,620 1,880 2,170 

  
       

  47/3期 48/3期 49/3期 50/3期 51/3期 

当期純利益 572 593 637 647 655 

資本準備金 388 388 388 388 388 

利益剰余金 3,972 4,403 4,878 5,363 5,856 

  
利益準備金 703 761 821 885 950 

優先出資消却積立金 2,490 2,840 3,210 3,620 4,040 

    (注)26/3 期は実績、27/3 期以降は計画 
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Ⅷ．財務内容の健全性及び業務の健全かつ適切な運営の確保のための方策 

 １．経営管理に係る体制 

（１）内部統制基本方針 

 当組合では、非常勤役員の増員、外部金融機関からの経営陣参画の受入れ等、経

営の透明性の向上を図り適切な経営管理態勢を確保しております。 

 また、理事会は「経営管理基本方針」のほか、これに基づく「法令等遵守基本方

針」「顧客保護等管理方針」及び「統合的リスク管理方針」の主旨に則り、その重要

性をあらゆる機会を通じて全役職員に対して周知徹底することにより、適切な業務

運営の確保に努めてまいります。 

 

 （２）内部監査体制 

 理事会は、「内部監査基本方針」に基づき、内部監査部署である監査部を理事長直

轄の組織として、その独立性を確保しております。監査部は、当方針に基づく監査

を通じて、各部店における内部監査態勢、法令等遵守態勢、顧客保護等管理態勢及

びリスク管理態勢の有効性を評価し、問題点の発見・指導にとどまらず、問題点の

改善方法の提言を行ってまいります。 

 

 ２．各種のリスク管理の状況 

   各種リスク全般を管理する「統合リスク管理委員会」の組織体制、信用リスク管理、

市場リスク管理、流動性リスク管理、オペレーショナル・リスク管理態勢については「Ⅳ．

２．リスク管理の態勢の強化のための方策」に記載のとおりです。 

 

Ⅸ．経営強化のための計画の前提条件 

（１）金利 

日銀による量的・質的金融緩和政策の継続により、金利は低位で安定的に推移する

ものと考えられることから、本計画期間内においては、現行程度の水準で推移するも

のと予想しております。 

但し、長期金利につきましては、景気回復のテンポが高まり、デフレ解消の見通し

が強くなることも想定されますので、緩やかに上昇していくことも視野に入れており

ます。 

 

（２）株価 

国内の景気回復は、当面緩やかに続くものと思われますが、世界経済の回復力が力

強さに欠く中では、「円安＝株価上昇」にも限界があるものと考えられることから、本

計画期間中における株価は、現行程度の水準で推移するものと予想しております。 
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（３）為替 

平成 25 年の秋以降、ほぼ一本調子での円安が進行してきたものの、米景気指標の下

振れや、新興国市場の混乱等により、調整局面にありますが、基調としては緩やかな

円安が続くものと思われ、本計画期間中は現行程度の水準で推移するものと予想して

おります。 

 

   【前提条件】                    （単位：％、円） 

  

 

 

 

 

 

 

   

以上  

 26/3 期 

実績 

26/9 末 

実績 

27/3 期 

前提 

28/3 期 

前提 

29/3 期 

前提 

金 

利 

無担保コール翌日物 0.04 0.02 0.05 0.05 0.05 

新発 10 年国債利回り 0.64 0.52 0.60 0.60 0.60 

日経平均株価 14.827 16,173 15,000 15,000 15,000 

為替相場（円/米ドル） 102.97 109.4 103.0 103.0 103.0 



内閣府令第71条第1項第2号に掲げる書類 

○ 最終の貸借対照表等および剰余金処分計算書または損失金処理計算書、当該貸借対

照表等の作成の日における自己資本比率を記載した書面、最近の日計表その他の最近

における業務、財産および損益の状況を知ることのできる書類 



第 ２６ 年 ３ 日現在） 貸　借　対　照　表

26 年 4 月 28 日　作成

26 年 6 月 11 日　備付 印

千円 千円

そ の 他 の 無 形 固 定 資 産

債 務 保 証 見 返

貸 倒 引 当 金

74,240固 定 資 産 解 体 費 用 引 当 金ソ フ ト ウ ェ ア 266

133,217 83,508,591

北海道釧路市北大通９丁目２番地

1,700

8,818

17,013

3,607

41,067

そ の 他 負 債 238,295

未 決 済 為 替 借

未 払 費 用

釧 路 信 用 組 合

岩　　　　田　　　　　　　　　豊

2,139,281

25,605

役 員 退 職 慰 労 引 当 金

そ の 他 の 負 債

7,963,087

34,543,028

退 職 給 付 引 当 金668,751

28,583

△ 6,122,598

6,994

7,261

賞 与 引 当 金

偶 発 損 失 引 当 金

債 務 保 証

（　純　資　産　の　部　）

9,003

負 債 の 部 合 計

そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金

資　産　の　部　合　計 86,227,601 負 債 及 び 純 資 産 の 部 合 計

当 期 未 処 理 損 失 金

△ 2,173,843

2,719,009

組 合 員 勘 定 合 計 2,447,323

純 資 産 の 部 合 計

2,173,843

271,686

（ う ち 個 別 貸 倒 引 当 金 ）

そ の 他 利 益 剰 余 金

利 益 剰 余 金

4,621,166出 資 金

△ 2,173,843

3,500,000

△ 5,834,070

1,121,166

優 先 出 資 金

普 通 出 資 金

1,123,523

そ の 他 の 資 産

1,829,862

10,056

6,778

133,217

9,912

55,446

睡 眠 預 金 払 戻 損 失 引 当 金

122,945

267,300

25,226払 戻 未 済 金

516,578

5,564

3,254給 付 補 塡 備 金

未 払 法 人 税 等

前 受 収 益

国 債

地 方 債

社 債

リ ー ス 債 務

未 収 収 益

当 座 貸 越 2,789,582

未 決 済 為 替 貸

120,769

証 書 貸 付

67,355株 式

そ の 他 の 証 券

　金　　　額　

14,251,940

定 期 預 金 54,215,142

258,027

通 知 預 金 22,979606,236

82,679,782

4,259,320

平成 理 事 長

2,113,616 預 金 積 金

（　資　産　の　部　） （　負　債　の　部　）

有 価 証 券

６０ 期（平成 月 ３１

住 所

平成 信 用 組 合 名

預 け 金 20,475,366 当 座 預 金

科　　　目 　金　　　額　 科　　　目

現 金

86,227,601

2,767,562

21,324,132

貯 蓄 預 金

22,213,730

定 期 積 金 2,748,980

普 通 預 金

そ の 他 の 預 金 453,359

そ の 他 の 有 形 固 定 資 産

借 用 金

借 入 金

200,000

200,000

貸 出 金

割 引 手 形

45,950,163

654,465

109,294

繰 延 税 金 負 債 103,571

手 形 貸 付

そ の 他 資 産

全 信 組 連 出 資 金

有 形 固 定 資 産

土 地

無 形 固 定 資 産

建 物

リ ー ス 資 産



（注）
１． 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。なお、以下の注記については、表示

単位未満を切り捨てて表示しております。

２． 有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法による償却原価法（定額法）、
その他有価証券のうち時価のあるものについては事業年度末の市場価格等に基づく時価法
（売却原価は主として移動平均法により算定）、時価を把握することが極めて困難と認めら
れるものについては移動平均法による原価法又は償却原価法により行っております。
なお、その他有価証券の評価差額については、全部純資産直入法により処理しております。

３． デリバティブ取引の評価は、時価法により行っています。

４． 有形固定資産（リース資産を除く）の減価償却は、建物・構築物については定額法、その他
の有形固定資産については定率法を採用しております。
また、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物 ３１年～３９年
その他の有形固定資産 　３年～　８年

５． 無形固定資産の減価償却は定額法により償却しております。なお、自社利用のソフトウェア
については、当組合内における利用可能期間（５年）に基づいて償却しております。

６． 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る「有形固定資産」中のリース資産は、リース
期間を耐用年数とした定額法によっております。なお、残存価額については、リース契約上
に残価保証の取決めがあるものは当該残価保証額とし、それ以外のものは零としております。

７． 貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のとおり計上しております。
「銀行等金融機関の資産の自己査定並びに貸倒償却及び貸倒引当金の監査に関する実務指針」
（日本公認会計士協会・銀行等監査特別委員会報告第４号）に規定する正常先債権及び要注
意先債権に相当する債権については、一定の種類毎に分類し、過去の一定期間における各々
の貸倒実績から算出した貸倒実績率等に基づき引当てております。
破綻懸念先債権に相当する債権については、債権額から担保の処分可能見込額及び保証によ
る回収可能見込額を控除し、その残額のうち必要と認める額を引当てております。
破綻先債権及び実質破綻先債権に相当する債権については、債権額から担保の処分可能見込
額及び保証による回収可能見込額を控除した残額を引当てております。
全ての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署の協力の下に融資部が資産査定
を実施しており、その査定結果により上記の引当てを行っております。

８． 賞与引当金は、従業員への賞与の支払いに備えるため、従業員に対する賞与の支給見込額の
うち、当事業年度に帰属する額を計上しております。

９． 退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及
び年金資産の見込額に基づき、必要額を計上しております。
なお、当組合は、複数事業主（信用組合等）により設立された企業年金制度（総合型厚生年
金基金）を採用しております。
当該企業年金制度に関する事項は次のとおりです。

（１） 制度全体の積立状況に関する事項（平成２５年３月３１日現在）
年金資産の額 ３２０，５５５，６０８ 千円
年金財政計算上の給付債務の額 ３２１，３３８，３１９ 千円
差引額 △７８２，７１０ 千円

（２） 制度全体に占める当組合の掛金拠出割合
　　　　　　　　　　　　　　　（自平成２４年４月１日　至平成２５年３月３１日）

０．５１８ ％

（３） 補足説明
上記（１）の差引額の要因は、年金財政計算上の過去勤務債務残高
３１，３５８，９８０千円であります。
本制度における過去勤務債務の償却方法は期間１９年の元利均等償却であり、当組合は
当期の計算書類上、特別掛金４９，７８２千円を費用処理しております。
なお、上記（２）の割合は当組合の実際の負担割合とは一致しません。



１０． 役員退職慰労引当金は、非常勤役員への退職慰労金の支払いに備えるため、非常勤役員に対
する退職慰労金の支給見込額のうち、当事業年度末までに発生していると認められる額を計
上しております。

１１． 睡眠預金払戻損失引当金は、負債計上を中止した預金について、預金者からの払戻請求に備
えるため、将来の払戻請求に応じて発生する損失を見積もり必要と認める額を計上しており
ます。

１２． 偶発損失引当金は、信用保証協会の責任共有制度による負担金の将来における支出に備える
ため、将来の負担金支出見込額を計上しております。

１３． 固定資産解体費用引当金は、網走支店の移転に伴う解体撤去に関わる支出に備えるため、
当事業年度末における見込額を計上しております。

１４． 所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が平成２０年４月１日前
に開始する事業年度に属するものについては、通常の賃貸借取引に準じた会計処理によって
おります。

１５． 消費税及び地方消費税の会計処理は、税込方式によっております。

１６． 理事及び監事との間の取引による理事及び監事に対する金銭債権総額 ４９３，９８７千円

１７． 有形固定資産の減価償却累計額 ２，０３７，０３３千円

１８． 貸出金のうち、破綻先債権額は６２１，７２０千円、延滞債権額は９，２２５，８６０千円
であります。
なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払いの遅延が相当期間継続していることその他の
事由により元本又は利息の取立て又は弁済の見込がないものとして未収利息を計上しなかっ
た貸出金（貸倒償却を行った部分を除く。以下、「未収利息不計上貸出金」という。）のう
ち、法人税法施行令（昭和４０年政令第９７号）第９６条第１項第３号のイからホまでに掲
げる事由又は同項第４号に規定する事由が生じている貸出金であります。
また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権及び債務者の経営再建又
は支援を図ることを目的として利息の支払いを猶予した貸出金以外の貸出金であります。

１９． 貸出金のうち、３か月以上延滞債権額は、５，６８０千円であります。
なお、３か月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払いが約定支払日の翌日から３か月以上
遅延している貸出金で破綻先債権及び延滞債権に該当しないものであります。

２０． 貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は４７２，２４７千円であります。
なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の
減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行
った貸出金で破綻先債権、延滞債権及び３か月以上延滞債権に該当しないものであります。

２１． 破綻先債権額、延滞債権額、３か月以上延滞債権額及び貸出条件緩和債権額の合計額は
１０，３５５，５０９千円であります。
なお、１７．から２０．に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。

２２． 貸借対照表に計上した有形固定資産のほか、端末機、現金自動預払機、印鑑照会システム、
事務機器、電話及び営業用車輌についてリース契約により使用しております。

２３． 手形割引により取得した銀行引受手形、商業手形、荷付為替手形の額面金額は６６０，４８
６千円であります。

２４． 担保に提供している資産は次のとおりであります。
公金取扱い、為替取引、日本銀行歳入復代理店取引及び代理交換等のためにその他資産２０
０千円及び預け金２，１９１，０００千円を担保として提供しております。

２５． 出資１口当たりの純資産額は△３４８円２９銭です。



２６． 金融商品の状況に関する事項
金融商品に対する取組方針
当組合は、預金業務、融資業務および市場運用業務などの金融業務を行っております。
このため、金利変動による不利な影響が生じないように、資産及び負債の総合管理（ＡＬＭ
）を行っております。

金融商品の内容及びそのリスク
当組合が保有する金融資産は、主として事業地区内のお客様に対する貸出金です。
また、有価証券は、主に債券、投資信託及び株式であり、満期保有目的、純投資目的、及び
事業推進目的で保有しております。これらは、それぞれ発行体の信用リスク及び金利変動リ
スク、市場価格の変動リスクに晒されております。
一方、金融負債は主としてお客様からの預金であり、流動性リスクに晒されております。

金融商品に係るリスク管理体制
信用リスクの管理
当組合は、ローン事業管理規程及び信用リスクに関する管理諸規程に従い、貸出金につい
て、個別案件ごとの与信審査、与信限度額、信用情報管理、保証や担保の設定、問題債権
への対応など与信管理に関する体制を整備し運営しております。これらの与信管理は、各
営業店のほか融資部により行われ、また、定期的に経営陣による統合リスク管理委員会や
理事会を開催し、審議・報告を行っております。さらに、与信管理の状況については、融
資部がチェックしております。有価証券の発行体の信用リスクに関しては、事務部におい
て、信用情報や時価の把握を定期的に行うことで管理しております。
市場リスクの管理

金利リスクの管理
当組合は、ＡＬＭによって金利の変動リスクを管理しております。ＡＬＭに関する規則
及び要領において、リスク管理方法や手続等の詳細を明記しており、ＡＬＭ委員会にお
いて実施状況の把握・確認、今後の対応等の協議を行っています。日常的には、事務部
、総務部において金融資産及び負債の金利や期間を総合的に把握し、ギャップ分析や
金利感応度分析等によりモニタリングを行い、ＡＬＭ委員会に報告しております。
為替リスクの管理
当組合は、為替の変動リスクに関して、個別の案件ごとに管理しております。
価格変動リスクの管理
有価証券を含む市場運用商品については、ＡＬＭ委員会の方針に基づき、理事会の監督
の下、資金運用・市場リスク管理規程に従い行っております。このうち事務部では、
市場運用商品の購入を行っており、事前審査、投資極度額の設定のほか、継続的なモニ
タリングを通じて、価格変動リスクの軽減を図っております。当組合で保有している株
式の多くは、事業推進目的で保有しているものであり、取引先の市場環境や財務状況な
どをモニタリングしています。これらの情報は事務部を通じ、理事会及びＡＬＭ委
員会において定期的に報告されております。
市場リスクに係る定量的情報
当組合において、主要なリスク変数である金利リスクの影響を受ける主たる金融商品は
「預け金」「有価証券」「貸出金」「預金」であります。当組合では金利リスクを含め
た市場リスク量をＶａＲ法（観測期間は１年、保有期間は１ヶ月、信用区間は９９％）
を用いて定量分析を行っております。当該リスク量の算出に当たっては、各種リスクフ
ァクターに対する感応度及び各種リスクファクターの相関を考慮した変動性を用いてお
ります。平成２６年３月３１日において当該リスク量の大きさは２８９百万円になりま
す。また、ＶａＲ計測モデルのバックテスティングを定期的に実施し、モデルの妥当性
を検証しております。ただし、当該リスク量は過去の相場変動をベースに統計的に算出
した一定の発生率での市場リスク量を算出しているため、通常では考えられないほどの
市場環境が激変する状況下におけるリスク量は捕捉できない可能性があります。

資金調達に係る流動性リスク管理
当組合は、ＡＬＭを通して、適時に資金管理を行うほか、資金調達手段の多様化、市場環
境を考慮した長短の調達バランスの調整などによって、流動性リスクを管理しております。

金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
金融商品の時価には、市場価格に基づく価格のほか、市場価格のない場合には合理的に算定
された価格が含まれております。当該価格の算定においては一定の前提条件等を採用してい
るため、異なる前提条件等によった場合、当該価格が異なることもあります。なお、金融商
品のうち貸出金については、簡便な計算により算出した時価に代わる金額を開示しておりま
す。

②
（ⅰ）

（ⅱ）

（ⅳ）

（ⅲ）

（４）

（１）

（２）

（３）
①

③



２７． 金融商品の時価等に関する事項
平成２６年３月３１日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額は、次の通りであ
ります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められる非上場株式等は、次表に含め
ておりません（（注２）参照）。また、重要性の乏しい科目については記載を省略しており
ます。

預け金
有価証券

満期保有目的の債券
その他有価証券

貸出金（*１）
貸倒引当金（*２）

預金積金
借用金

貸出金の「時価」には、「簡便な計算により算出した時価に代わる金額」を
記載しております。
貸出金に対応する一般貸倒引当金及び個別貸倒引当金を控除しております。

金融商品の時価等の算定方法
金融資産

預け金
満期のない預け金については、時価は帳簿価格と近似していることから、当該帳簿
価額を時価としております。満期のある預け金については、市場金利で割引くこと
で現在価値を算定し、当該現在価値を時価とみなしております。
有価証券
債券は取引所の価格又は取引金融機関から提示された価格によっております。投資
信託は、公表されている基準価格によっております。変動金利付国債の時価につい
ては、市場価格をもって貸借対照表計上額としております。なお、保有目的区分ご
との有価証券に関する注記事項については注２７．に記載しております。

（３） 貸出金
貸出金は、以下の①～③の合計額から、貸出金に対応する一般貸倒引当金及び個別
貸倒引当金を控除する方法により算定し、その算出結果を簡便な方法により算出し
た時価に代わる金額として記載しております。
① 破綻懸念先、実質破綻先債権及び破綻先債権等、将来キャッシュ・フローの

見積りが困難な債権については、それぞれの貸借対照表の貸出金勘定に計上
している額(貸倒引当金控除前の額。以下、「貸出金計上額」という）

② ①以外のうち、変動金利によるものは貸出金計上額
③ ①以外のうち、固定金利によるものは貸出金の期間に基づく区分ごとに、元

利金の合計額を市場金利（ＬＩＢＯＲ、スワップ金利）で割引いた価額
金融負債

（１） 預金積金
要求払預金については、決算日に要求された場合の支払額（帳簿簿価）を時価と
みなしております。定期預金の時価は、一定の金額帯および期間帯ごとに将来キ
ャッシュ・フローを作成し、元利金の合計額を一種類の市場金利（スワップ金利
）で割引いた価額を時価とみなしております。

（２） 借用金
借用金は、変動金利によるものであり、短期で市場金利を反映していることから
時価は、帳簿価格と近似していると考えられるため、当該帳簿価格を時価として
おります。

時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品は次の通りであり、金融商
品の時価情報には含まれておりません。

非上場株式については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて
困難と認められることから時価表示の対象とはしておりません。

（単位：百万円）

82,905 1,278

時      価 差      額

21,361 37

（注１）

（１）

（１）

（２） －

20,475

200

－

貸 借 対 照 表
計    上    額

20,562 86

81,627

892

△ 6,122

82,879

82,679

0

37

82,680 0
200

（２）

929
20,431

82,880

40,982

20,431

21,324

（３）

金 融 資 産 計

（２）

（１）

1,154

45,950

39,827

金 融 負 債 計
（*１）

（*２）

（注２）

（単位：百万円）

合　　　計 67  
（*１）

区　　　　　　　分 貸 借 対 照 表 計 上 額
　非上場株式（＊１） 67  



２８． 有価証券の時価、評価差額等に関する事項は次の通りであります。これらには、「国債」、
「地方債」、「社債」、「その他の証券」が含まれております。
以下、２９．まで同様であります。

（１）　 売買目的有価証券に区分した有価証券はありません。

（２） 満期保有目的の債券
【時価が貸借対照表上額を超えるもの】

（単位：千円）

【時価が貸借対照表上額を超えないもの】
（単位：千円）

（注）１．時価は当事業年度末における市場価格等に基づいております。

（３） 子会社・子法人等株式及び関連法人等の株式はありません。

（４） その他有価証券
【貸借対照表上額が取得価格を超えるもの】

（単位：千円）

【貸借対照表上額が取得価格を超えないもの】
（単位：千円）

（注）１．貸借対照表計上額は当事業年度末における市場価格等に基づく時価により
計上したものであります。

２．その他有価証券で時価のあるもののうち、当該有価証券の時価が取得原価
に比べて著しく下落しており、時価が取得原価まで回復する見込みがある
と認められないものについては、当該時価をもって貸借対照表価額とする
とともに評価差額を当事業年度の損失として処理（「減損処理」という。
）することにしております。
当事業年度における減損処理額は、ありませんでした。また、時価が「
著しく下落した」と判断するための基準は、時価が取得原価の５０％以上
の下落であります。

２９． 当期中に売却した満期保有目的の債券はありません。

３０． 当期中に売却したその他有価証券は次のとおりであります。

貸借対照表 取 得 原 価
計　上　額

377,024
327,696

債　　　券
　国　　債 14,251,940 13,924,243

19,014,240 18,637,216

　社　　債 4,259,320 4,229,797
　地 方 債 502,980 483,175

19,661,086
1,032,272 1,023,870

19,805
29,522
8,402

223,745 △ 9,288

そ　の　他
小      計 20,046,513

売 却 価 額 売 却 益 売 却 損
1,920,200 千円 17,743 千円 1,005 千円

貸借対照表 時　　価
計　上　額

そ　の　他
小　　　計 392,551

392,551 441,550 48,998
48,998

差　　額

貸借対照表 時　　価 差　　額
計　上　額

441,550

そ　の　他 500,000 488,050 △ 11,950
小　　　計 500,000 488,050 △ 11,950

合　　　計 20,364,226 19,988,968 375,257

合　　　計 892,551 929,600 37,048

差　　額

385,426

債　　　券 103,255 104,136 △ 880
　国　　債 ― ― ―
　地 方 債 103,255 104,136 △ 880
　社　　債 ― ― ―

小      計 317,713 327,882 △ 10,169
そ　の　他 214,457

貸借対照表 取 得 原 価 差　　額
計　上　額



３１． その他有価証券のうち満期のあるもの及び満期保有目的の債券の期間毎の償還予定額は、
次のとおりであります。

（単位：千円）

３２． 当座貸越契約は、顧客から融資実行の申し出を受けた場合に、契約上規定された条件につい
て違反がない限り、一定の限度額まで資金を貸付けることを約する契約であります。これら
の契約に係る融資未実行残高は、１３，８３５，５２０千円であります。
このうち原契約期間が１年以内のもの又は任意の時期に無条件で取消可能なものが
８，２２８，３８７千円あります。
なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであるため、融資未実行残高
そのものが必ずしも当組合の将来のキャッシュ・フローに影響を与えるものではありません。
これらの契約の多くには、金融情勢の変化、債権の保全、その他相当の事由があるときは、
当組合が実行申込みを受けた融資の拒絶又は契約極度額の減額をすることができる旨の条件
がつけられております。また、契約時において必要に応じて不動産・有価証券等の担保を徴
求するほか、契約後も定期的に予め定めている当組合内手続きに基づき顧客の業況等を把握
し、必要に応じて契約の見直し、与信保全上の措置等を講じております。

３３． 繰延税金資産及び繰延税金負債の主な発生原因の内訳は、それぞれ以下の通りであります。

（１） 繰延税金資産

繰越欠損金

貸倒引当金損金算入限度額超過額

減価償却額限度超過額

その他

繰延税金資産小計

評価性引当金

繰延税金資産合計

繰延税金負債
その他有価証券評価差額金

繰延税金負債合計
繰延税金負債純額

（２） 「所得税法等の一部を改正する法律」（平成２６年法律第１０号）が平成２６年３月３１日
に公布され、平成２６年４月１日以後に開始する事業年度から復興特別法人税が廃止される
こととなりました。これに伴い、平成２６年４月１日に開始する事業年度に解消が見込まれ
る一時差異等にかかる繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用する法定実効税率は従来
の２９．４０％から２７．６０％となります。この税率変更により、繰延税金資産について
は計上していないことから影響はありません。また、繰延税金負債は６，７５４千円減少し、
その他有価証券評価差額金は６，７５４千円増加しております。

１０３，５７１千円
１０３，５７１千円
１０３，５７１千円

１，４９９，６４８千円

２，５４４，２３４千円

９２１，８７８千円

１０５，２４６千円

１７，４６１千円

－

２，５４４，２３４千円

１年以内 １ 年 超 ５ 年 超 １０ 年 超
５年以内 １０年以内

債 券
国　　債 － 800,000 13,100,000 －
地 方 債 183,000 100,600 300,000 －
社　　債 200,000 4,000,000 － －
そ の 他 200,000 800,000 － 1,000,000

合 計 583,000 5,700,600 13,400,000 1,000,000



平成２５ 年 ４ 月 １ 日 から

平成２６ 年 ３ 月 ３１日 まで

26 年 4 月 28 日　作成
26 年 6 月 11 日　備付

理　事　長

千円

貸 出 金 償 却 21,367

固 定 資 産 解 体 費 用 引 当 金 繰 入 額 74,240

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 6,778

税 引 前 当 期 純 利 益 176,240

152,640

当 期 未 処 理 損 失 金 2,173,843

当 期 純 利 益 169,462

法 人 税 等 合 計 額 6,778

繰 越 金 （ 当 期 首 残 高 ） ▲ 2,343,306

債 権 売 却 損 35,032

320,258

特 別 利 益 8,622

特 別 損 失

そ の 他 の 特 別 利 益

516,842

税 金 23,418

そ の 他 経 常 費 用 81,734

物 件 費

1,117,167

人 件 費 576,906

そ の 他 の 業 務 費 用 389

経 費

1,568

支 払 為 替 手 数 料 26,243

そ の 他 の 役 務 費 用 128,853

そ の 他 業 務 費 用

給 付 補 塡 備 金 繰 入 額 1,885

借 用 金 利 息 2,949

役 務 取 引 等 費 用 155,096

経 常 費 用 1,426,152

資 金 調 達 費 用 70,585

預 金 利 息 65,750

そ の 他 の 経 常 収 益 26,646

そ の 他 の 業 務 収 益 987

そ の 他 経 常 収 益 201,831

償 却 債 権 取 立 益 3,435

貸 倒 引 当 金 戻 入 益 171,750

そ の 他 業 務 収 益 28,659

国 債 等 債 券 売 却 益 17,743

国 債 等 債 券 償 還 益 9,928

役 務 取 引 等 収 益 113,278

受 入 為 替 手 数 料 51,654

そ の 他 の 役 務 収 益 61,623

預 け 金 利 息 67,542

有 価 証 券 利 息 配 当 金 198,054

そ の 他 の 受 入 利 息 10,692

資 金 運 用 収 益 1,402,641

貸 出 金 利 息 1,126,352

第 ６０ 期 ］

1,746,410

平成 信 用 組 合 名 釧 路 信 用 組 合

［

金 額

損　益　計　算　書

1,005

173

国 債 等 債 券 売 却 損

国 債 等 債 券 償 還 損

平成 住　　　　　所 北海道釧路市北大通９丁目２番地

岩　　　田　　　　　　　　豊　　　　　印
科　　　　　　　　　　目

経 常 収 益

78,095

8,622

そ の 他 資 産 償 却 413

そ の 他 の 経 常 費 用 24,921

経 常 利 益

減 損 損 失

固 定 資 産 処 分 損 304



（注）
１．記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

２．出資１口当たりの当期純利益 円 銭

３．減損に関する注記
当事業年度において、以下の資産について減損損失を計上しております。

（１）減損損失を認識した資産の用途、種類、場所などの概要
用途 種類 場所
旧店舗資産 建物・土地等 釧路市
店舗資産 建物・土地等 網走市

（２）減損損失に至った経緯
閉鎖店舗後書庫等として使用していた資産について使用範囲又は使用方法の変更により資産
グループの帳簿価格を回収可能額までに減額し、当該減少額を減損損失（３１，８０８千円）
として特別損失に計上しました。
また、店舗移転を計画していることより、帳簿価格を回収可能額までに減損し、当該減少額
を減損損失（４６，２８７千円）として特別損失に計上しました。

（３）特別損失に計上した金額と主な固定資産の種類ごとの減損損失の内訳
建　物　　　　　　　　　　　２９，６９１千円
土　地　　　　　　　　　　　４７，４５５千円
その他の有形固定資産　　　　　　　９４８千円
合　計　　　　　　　　　　　７８，０９５千円

（４）減損損失を認識した資産グループの概要と資産をグルーピングした方法
　　　キャッシュ・フローを生み出す最少単位として、各店舗及び各遊休資産を個別にグルーピング
　　　しております。
（５）回収可能額は使用価値又は正味売却価格を適用しており、正味売却価格については主に不動
　　　産鑑定を基礎に測定しております。

９１７３



2,173,843,471

  当　期　未　処　理　損　失　金

　繰　越　金（ 当 期 末 残 高 ）

（単位：円）

　　これを次のとおり処理します

損　　失　　処　　理　　案

2,173,843,471



2014
N12025

　　　　　　　　　　　　　　　　日　計　表
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(平成26年9月　期中平残）

（単位：円）

金      額 金      額
1,893,725,621 82,617,505,086
1,893,725,621 2,230,548,868

( 22,996,139 ) 23,344,610,476
253,213,141
20,212,128

20,666,913,102 168,108,436
20,666,913,102 24,308,981

( 20,524,230,601 ) 26,041,002,030
53,829,267,554
2,747,235,502

56,576,503,056

200,000,000
200,000,000

21,825,500,652
14,884,962,865

449,306,589

4,205,880,549
( 100,002,021 )
( 2,783,687,103 )
( 1,322,191,425 )

67,355,000
242,341,888

243,065,727 24,430,884
1,971,132,108 99,092,269

3,797,814 2,725,538
45,085,584,751 2,111,180

( 100,000,000 ) 309,624
644,370,896 9,331,118

6,829,060,569
34,822,330,770 11,854,841
2,789,822,516

504,465,946
5,885,734

267,300,000
62,001

122,878,453 6,051,301

12,467,424
73,967,709

1,907,789
20,191,772 8,817,740
88,147,986

3,588,205
1,835,497,194 1,701,366
1,125,218,721 65,389,957

668,751,528
8,990,098

32,536,847 119,292,267
7,260,850 83,260,544,298

266,004 2,554,825,129
4,621,081,691
1,121,081,691

6,994,846 3,500,000,000

119,292,267
△ 6,122,870,956 △ 2,069,183,632

( △ 5,833,971,056 )
△ 2,069,183,632

特 別 積 立 金
（ う ち 目 的 積 立 金 ） ( )
繰 越 金 △ 1,152,255,828
未 処 分 剰 余 金 △ 916,927,804

2,927,070

85,815,369,427
0

合              計 85,815,369,427 合              計 85,815,369,427

繰 延 ヘ ッ ジ 損 益
土 地 再 評 価 差 額 金

期 中 損 益
負 債 及 び 純 資 産 計

そ の 他 の 引 当 金 そ の 他 利 益 剰 余 金

自 己 優 先 出 資 申 込 証 拠 金
そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金

自 己 優 先 出 資

債 務 保 証 見 返 そ の 他 資 本 剰 余 金
貸 倒 引 当 金
（ う ち 個 別 貸 倒 引 当 金 ）

利 益 剰 余 金
利 益 準 備 金

そ の 他 の 無 形 固 定 資 産 優 先 出 資 金

再 評 価 に 係 る 繰 延 税 金 資 産
資 本 剰 余 金

前 払 年 金 費 用 優 先 出 資 申 込 証 拠 金

資 本 準 備 金
繰 延 税 金 資 産

ソ フ ト ウ ェ ア 純 資 産
の れ ん 出 資 金
リ ー ス 資 産 普 通 出 資 金

建 設 仮 勘 定 再 評 価 に 係 る 繰 延 税 金 負 債
そ の 他 の 有 形 固 定 資 産 債 務 保 証

無 形 固 定 資 産 負 債 計

建 物 そ の 他 の 引 当 金
土 地 特 別 法 上 の 引 当 金
リ ー ス 資 産 繰 延 税 金 負 債

そ の 他 の 資 産 役 員 賞 与 引 当 金
本 支 店 勘 定 退 職 給 付 引 当 金

有 形 固 定 資 産 役 員 退 職 慰 労 引 当 金

金 融 商 品 等 差 入 担 保 金 本 支 店 勘 定
リ ー ス 投 資 資 産 代 理 業 務 勘 定
仮 払 金 賞 与 引 当 金

先 物 取 引 差 金 勘 定 未 払 送 金 為 替
保 管 有 価 証 券 等 仮 受 金
金 融 派 生 商 品 そ の 他 の 負 債

前 払 費 用 金 融 商 品 等 受 入 担 保 金
未 収 収 益 リ ー ス 債 務
先 物 取 引 差 入 証 拠 金 資 産 除 去 債 務

未 決 済 為 替 貸 売 付 商 品 債 券
全 信 組 連 出 資 金 売 付 債 券
そ の 他 出 資 金 金 融 派 生 商 品

買 入 外 国 為 替 先 物 取 引 差 金 勘 定
取 立 外 国 為 替 借 入 商 品 債 券

そ の 他 資 産 借 入 有 価 証 券

外 国 為 替 厚 生 年 金 基 金 未 払 割 賦 金
外 国 他 店 預 け 職 員 預 り 金
外 国 他 店 貸 先 物 取 引 受 入 証 拠 金

手 形 貸 付 未 払 配 当 金
証 書 貸 付 払 戻 未 済 金
当 座 貸 越 払 戻 未 済 持 分

貸 出 金 未 払 法 人 税 等
（ う ち 金 融 機 関 貸 付 金 ） 前 受 収 益

割 引 手 形 未 払 諸 税

投 資 信 託 未 決 済 為 替 借
外 国 証 券 未 払 費 用
そ の 他 の 証 券 給 付 補 塡 備 金

（ そ の 他 社 債 ） 売 渡 外 国 為 替
株 式 未 払 外 国 為 替
貸 付 信 託 そ の 他 負 債

社 債 外 国 為 替
（ 公 社 公 団 債 ） 外 国 他 店 預 り
（ 金 融 債 ） 外 国 他 店 借

国 債 売 現 先 勘 定
地 方 債 債 券 貸 借 取 引 受 入 担 保 金
短 期 社 債 コ マ ー シ ャ ル ・ ペ ー パ ー

商 品 政 府 保 証 債 再 割 引 手 形
そ の 他 の 商 品 有 価 証 券 売 渡 手 形

有 価 証 券 コ ー ル マ ネ ー

商 品 有 価 証 券 借 用 金
商 品 国 債 借 入 金
商 品 地 方 債 当 座 借 越

債 券 貸 借 取 引 支 払 保 証 金 外 貨 預 金
買 入 金 銭 債 権 [ 小 計 ]
金 銭 の 信 託 譲 渡 性 預 金

買 入 手 形 定 期 積 金
コ ー ル ロ ー ン [ 小 計 ]
買 現 先 勘 定 非 居 住 者 円 預 金

預 け 金 納 税 準 備 預 金
( う ち 全 信 組 連 預 け 金 ) [ 小 計 ]
譲 渡 性 預 け 金 定 期 預 金

外 国 通 貨 貯 蓄 預 金
金 通 知 預 金

預 け 金 別 段 預 金

現 金 預 金 積 金
現 金 当 座 預 金
（ う ち 小 切 手 ・ 手 形 ） 普 通 預 金

都道府県名 北海道

資　　　　　　　　　　産 負　債　及　び　純　資　産

科　　　　　目 科　　　　　目

基準日(西暦年/月) 9
金融機関コード
金融機関名 釧路信用組合
担当部署 事務部



（
（単位：円）

円 円

（ )

（ )

（ ） （ ）

（ ） （ ）

（ ） （ )

（ ）

（ )

( )

店舗数(店舗）
（うち本・支店（店舗）） 常勤役職員数（人）
（うち出張所（店舗）） （うち役員（人））
出資口数（口） （うち男子職員（人））
組合員数（人） （うち女子職員（人））

本 支 店 勘 定
有 形 固 定 資 産

そ の 他 の 有 形 固 定 資 産
無 形 固 定 資 産

そ の 他 の 無 形 固 定 資 産

金　　　　　　　額

預 け 金
( う ち 全 信 組 連 預 け 金 )

外 貨 預 金0

科　　　　　　目

金

現 金

外 国 通 貨

0

0
0

0

科　　　　　　目

0

0

0

205,163,826

2,339,777

24,205,372

0

90,663,151

合　　　　計 86,442,330,686

再 評 価 に 係 る 繰 延 税 金 負 債
債 務 保 証

売 付 債 券
売 付 商 品 債 券

金 融 派 生 商 品

役 員 退 職 慰 労 引 当 金
そ の 他 の 引 当 金
特 別 法 上 の 引 当 金

0

24,941

11
11
0

2,242,013

117
6

66
45

233,059,109

△2,173,843,471

0

0

△2,173,843,471

0

0
0

0

0

0
1,278,076
8,818,233

3,607,921
0

65,358,931
1,700,000

未 払 費 用
給 付 補 塡 備 金

0

1,121,006,500
出 資 金

純 資 産

普 通 出 資 金

2,447,163,029
4,621,006,500

26 9 月末現在 ）

コード番号

都道府県名

組 合 名

日　計　表　（資産・負債及び純資産）2025

北海道

釧路信用組合

244,544,693
0

負　債　及　び　純　資　産

平成

金　　　　　　　額
資　　　　産

現 金

年

83,157,419,749預 金 積 金
2,095,173,201 2,436,418,872当 座 預 金
2,095,173,201

非 居 住 者 円 預 金

[ 小 計 ]

定 期 積 金
0

19,773,011,294

0
0

[ 小 計 ]

23,633,259,473
264,240,094
29,684,000

貯 蓄 預 金
普 通 預 金

582,826,563
通 知 預 金

25,649,574
別 段 預 金

0
定 期 預 金

19,827,459,139
19,827,459,139 納 税 準 備 預 金

26,972,078,576
53,338,945,173

0

0
0

2,846,396,000
56,185,341,173

0

0
200,000,000
200,000,000

0
0

0
0

0

0

0
0

0

0

譲 渡 性 預 金

売 渡 外 国 為 替

243,375,401

当 座 借 越

借 用 金

[ 小 計 ]

0

299,924,522

外 国 他 店 預 り
外 国 為 替

借 入 金

再 割 引 手 形

14,920,493,266

コ マ ー シ ャ ル ・ ペ ー パ ー0
3,729,797,752

2,300,000,000
100,000,000

0
21,262,738,049

67,355,000
1,329,797,752

未 払 法 人 税 等

0

未 払 外 国 為 替

未 決 済 為 替 借

46,896,596,526
5,000,000

100,000,000

1,996,792,108

手 形 貸 付
割 引 手 形

払 戻 未 済 金
払 戻 未 済 持 分

7,854,245,749

3,392,705,121

0

7,741,733
0

0

0

035,051,621,398

598,024,258

厚 生 年 金 基 金 未 払 割 賦 金
職 員 預 り 金

借 入 商 品 債 券

先 物 取 引 受 入 証 拠 金
0

0

0
0

0
0

0

0

0
122,945,119

金 融 商 品 等 差 入 担 保 金 0

5,152,160

先 物 取 引 差 金 勘 定

そ の 他 資 産
取 立 外 国 為 替
買 入 外 国 為 替 0

自 己 優 先 出 資

資 本 準 備 金

△5,834,070,909
0

そ の 他 出 資 金

そ の 他 の 資 産

先 物 取 引 差 金 勘 定 0
0
0

合　　　　計 86,442,330,686

118,761,812
△6,122,598,516

74,240,000

1,876,792,704
0

仮 払 金 10,277,050
74,410,105

リ ー ス 投 資 資 産

金 融 派 生 商 品

賞 与 引 当 金
0

0未 払 送 金 為 替
1,100,743

前 払 費 用

保 管 有 価 証 券 等

資 産 除 去 債 務
4,873,050未 収 収 益

先 物 取 引 差 入 証 拠 金 0

外 国 証 券
そ の 他 の 証 券

0
全 信 組 連 出 資 金 267,300,000

0

62,001

0

480,146,435 借 入 有 価 証 券

買 入 金 銭 債 権

譲 渡 性 預 け 金

コ ー ル ロ ー ン
買 現 先 勘 定
債 券 貸 借 取 引 支 払 保 証 金

（ う ち 金 融 機 関 貸 付 金 ）

投 資 信 託
貸 付 信 託

商 品 国 債
商 品 有 価 証 券

（ う ち 小 切 手 ・ 手 形 ）

買 入 手 形

未 決 済 為 替 貸

外 国 他 店 貸

貸 出 金

外 国 他 店 預 け

当 座 貸 越
外 国 為 替

証 書 貸 付

預 け 金

土 地

の れ ん

リ ー ス 資 産
建 設 仮 勘 定

ソ フ ト ウ エ ア

リ ー ス 資 産

( う ち 個 別 貸 倒 引 当 金 )

再 評 価 に 係 る 繰 延 税 金 資 産

そ の 他 の 引 当 金

貸 倒 引 当 金

86,209,271,577

繰 延 ヘ ッ ジ 損 益
土 地 再 評 価 差 額 金

負 債 及 び 純 資 産 計

本 支 店 勘 定

前 受 収 益
未 払 諸 税

金 融 商 品 等 受 入 担 保 金
リ ー ス 債 務

仮 受 金

未 払 配 当 金

そ の 他 の 負 債

9,003,432

国 債

商 品 政 府 保 証 債
商 品 地 方 債

期 中 損 益

利 益 剰 余 金
利 益 準 備 金

その他有価証券評価差額金

( う ち 目 的 積 立 金 )
繰 越 金

そ の 他 利 益 剰 余 金

金 融 債

そ の 他 負 債

外 国 他 店 借

そ の 他 の 商 品 有 価 証 券

金 銭 の 信 託

有 価 証 券

そ の 他 社 債

社 債
短 期 社 債
地 方 債

代 理 業 務 勘 定

退 職 給 付 引 当 金

繰 延 税 金 負 債

株 式
0

売 渡 手 形
コ ー ル マ ネ ー
売 現 先 勘 定
債 券 貸 借 取 引 受 入 担 保 金

公 社 公 団 債

役 員 賞 与 引 当 金

0668,751,528

7,261,336
38,212,530

0

1,160,825,214

3,500,000,000

0

特 別 積 立 金

自 己 優 先 出 資 申 込 証 拠 金

0

△2,173,843,471

0

0

そ の 他 資 本 剰 余 金

未 処 分 剰 余 金

0
0

負 債 計

債 務 保 証 見 返

優 先 出 資 申 込 証 拠 金
資 本 剰 余 金

266,490

繰 延 税 金 資 産 0
0

0

83,762,108,548

0
118,761,812

0

6,994,846
0

建 物

優 先 出 資 金
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